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平成２６年９月１２日判決言渡 

平成２５年（行ウ）第３２３号 タクシー事業計画変更認可申請に対する処分取消

等請求事件 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

 ２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 

 １ 主位的請求 

(1) 国土交通省関東運輸局東京運輸支局長（以下「東京運輸支局長」という。）

が平成２４年１２月６日付けで原告に対してした一般乗用旅客自動車運送

事業の事業計画変更の認可申請を却下する旨の処分（以下「本件却下処分」

という。）を取り消す。 

(2) 東京運輸支局長が平成２５年４月２６日付けで原告に対してした一般乗

用旅客自動車運送事業の事業計画変更の認可申請の認可処分（以下「本件

条件付認可処分」という。）のうち別紙２の条件を付した部分を取り消す。 

 ２ 予備的請求 

東京運輸支局長が平成２４年１２月６日付けで原告に対してした一般乗用

旅客自動車運送事業の事業計画変更の認可申請を却下する旨の処分（本件却

下処分）が無効であることを確認する。 

第２ 事案の概要等 

本件は，タクシー（一般乗用旅客自動車運送事業（道路運送法３条１号ハ

の一般乗用旅客自動車運送事業をいう。以下同じ。）を経営する者がその事業

の用に供する自動車でハイヤー以外のものをいう。以下同じ。）を使用して一

般乗用旅客自動車運送事業（以下このような一般乗用旅客自動車運送事業を
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「タクシー事業」ということがある。）を経営する原告が，特定地域及び準特

定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特

別措置法（平成２５年法律第８３号による改正前のもの（旧題名は特定地域

における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法）。以下「特措法」という。）３条１項の規定により指定された地域（以下

「特定地域」という。）である東京都青梅市（以下，東京都内の市町村を記載

する際には，「東京都」の記載を省略する。），福生市，あきる野市及び羽村市

並びに西多摩郡α町，β町，γ町及びδ村の区域（「一般乗用旅客自動車運送

事業（１人１車制個人タクシー事業を除く。）の許可申請の審査基準について」

（平成１３年１１月２２日付け国土交通省関東運輸局長（以下「関東運輸局

長」という。）公示。乙２１）の別表の「都県名」欄の「東京都」欄のうち

「営業区域の名称」欄中「西多摩交通圏」（「区域」欄に「青梅市，福生市，

あきる野市，羽村市及び西多摩郡α町，β町，γ町，δ村」との記載がある

もの）。以下「西多摩交通圏」という。）を営業区域として，東京運輸支局長

（東京運輸支局長は，国土交通大臣から道路運送法８８条２項（平成２５年

法律第８３号による改正前のもの）及び道路運送法施行令１条２項（平成２

６年政令第１６号による改正前のもの）の各規定に基づき，一般乗用旅客自

動車運送事業に係る事業計画の変更の認可に係る権限を委任された関東運輸

局長から，同法８８条３項及び同令１条４項１号の各規定に基づき，同権限

の委任を受けているものである。以下同じ。また，国土交通大臣及び法令の

規定によりその権限の委任を受けた地方運輸局長又は地方運輸支局長を総称

するときは，以下「国土交通大臣等」という。）に対し，特措法１５条１項及

び道路運送法１５条１項の各規定に基づき，①平成２４年８月２７日付けで

原告の唯一の営業所である本社営業所に配置する事業用自動車のうち一般車

両タクシー（タクシーのうち営業区域内の一般の需要に応ずることができる

ものをいう。以下同じ。）の数を１９台から２２台に増加させる旨の事業計画
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の変更の認可を求める旨の申請（以下「本件一般車両増車申請」という。）を，

②平成２５年４月１５日付けで原告の本社営業所に配置する事業用自動車の

うちいわゆる福祉車両の数を１台から２台に増加させる旨（いわゆるユニバ

ーサルデザインタクシー（以下「ＵＤタクシー」という。）を１台追加するも

の）の事業計画の変更の認可を求める旨の申請（以下「本件福祉車両増車申

請」という。）をそれぞれしたところ，東京運輸支局長から，(a)平成２４年

１２月６日付けで本件却下処分を，(b)平成２５年４月２６日付けで本件条件

付認可処分をそれぞれ受けたため，東京運輸支局長の所属する国を被告とし

て，主位的に，(あ)本件却下処分及び本件条件付認可処分のうち条件を付し

た部分をいずれも取り消すことを求めるとともに，予備的に，(い)本件却下

処分が無効であることの確認を求める事案である。 

 １ 関係法令の定め 

   関係法令の定めについては，別紙３「関係法令の定め」に記載のとおりであ

る（なお，同別紙で定めた略称は，以下においても用いることとする。）。 

 ２ 前提事実（当事者間に争いのない事実，括弧内掲記の証拠若しくは弁論の全

趣旨により容易に認定することができる事実又は当裁判所に顕著な事実。以

下「前提事実」という。） 

(1) 原告 

原告は，平成１５年４月３日付けで，関東運輸局長から，西多摩交通圏を

営業区域とする一般乗用旅客自動車運送事業の許可を受け，同年６月１日か

ら同交通圏内においてタクシー事業を経営する株式会社である。 

(2) 特措法制定までの経緯 

ア 道路運送法の改正と緊急調整措置の創設 

道路運送法は，従前，一般旅客自動車運送事業について，需給調整規制

（政府が輸送需要に対して適切な車両数を算出し，それにより新規の免許

及び増車の認否をするもの。以下同じ。）を前提として免許制を採用して
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いたが（平成１２年改正前の道路運送法４条１項），平成１２年改正によ

り，上記の需給調整規制が廃止されて，一般旅客自動車運送事業の経営に

つき免許制から許可制に移行する（平成１２年改正後の道路運送法４条１

項）などの大幅な規制の緩和がされ，新規事業者の参入や営業所に配置す

る事業用自動車の数を増加させること（以下単に「増車」ということがあ

る。）による事業の拡大が容易となった。 

もっとも，事業者が安易に増車をした結果，タクシーにより供給される

輸送力がタクシーに係る輸送需要量に対し著しく過剰になれば，歩合給を

中心とする賃金の体系（なお，タクシーの運転者の賃金は，基本的には歩

合給の割合が高いのが通常である。）の下では，タクシーの運転者におい

て，その収入を確保するため，乗務距離の増加，長時間の労働による過労

運転，最高速度違反行為，不正な運賃の収受等を行うといった事態が生じ

かねず，労働条件の悪化等によって輸送の安全及び旅客の利便を確保する

ことが困難となることが懸念されたため，平成１２年改正においては，上

記需給調整規制を廃止する一方で，新たに緊急調整措置の制度を創設し

（道路運送法８条），国土交通大臣において，タクシー事業の供給輸送力

が輸送需要量に対し著しく過剰となっている場合であって，当該供給輸送

力が更に増加することにより，輸送の安全及び旅客の利便を確保すること

が困難となるおそれがあると認められる地域を，期間を定めて緊急調整地

域として指定することができ（同条１項），当該指定がされたときは，新

規の参入や増車は禁止されるものとした（同条３項及び４項）。 

イ 特別監視地域の指定の取扱い 

緊急調整措置（道路運送法８条）は，前記アに述べたとおり，権利を制

限する性格が極めて強い規制であることから，国土交通省は，国土交通大

臣が同条１項の規定により緊急調整地域の指定をしなければならないよう

な事態が生じることを事前に抑止することを目的とする予防的な措置とし
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て，特別監視地域の指定の取扱い（地方運輸局長は，タクシー事業の供給

輸送力が輸送需要量に対し過剰となっている兆候のある地域を特別監視地

域に指定することができ，同地域においては，特に事故，法令違反又は利

用者からの苦情の多い事業者，新規事業者及び増車実施事業者について重

点的に監査を実施するとともに，行政処分及び点数制の点数の付加につい

て厳格化するなどの措置を講ずるもの）をすることとした（「緊急調整措

置の発動要件等について」（平成１３年１０月２６日付け国自旅第１０２

号国土交通省自動車交通局長通達。乙５）及び「特別監視地域の発動要件

等について」（同年１２月２７日付け関東運輸局長公示。乙６））。 

ウ 特定特別監視地域及び準特定特別監視地域の各指定の取扱い 

平成１８年６月以降，タクシー事業に関して，全国の多くの営業区域に

おいてタクシーの運転者の労働条件の改善を主な目的として運賃等の変更

の認可の申請がされたが，このうち特別区，武蔵野市及び三鷹市を営業区

域とするもの（以下「特別区・武三交通圏」という。）の運賃の変更に関

し，物価安定政策会議（昭和４４年５月２０日付けの閣議決定により内閣

府本府等に置かれ，消費者庁の発足に伴って平成２１年８月２５日付けの

閣議決定により廃止されたもの）における議論の中で，平成１２年改正に

より規制が緩和された後，タクシーの供給の拡大がタクシーの運転者の労

働条件の悪化等を生み，これが輸送の安全及び旅客の利便の維持という観

点から大きな問題となっていることが指摘された（乙７）。 

この指摘を踏まえ，国土交通省は，地方運輸局長が平成１９年度に特別

監視地域を指定する際，試行的な措置として，特別監視地域として指定し

た地域のうち一定の営業区域を「特定特別監視地域」に，また，平成１８

年度に特別監視地域として指定したが平成１９年度に特別監視地域として

指定しなかった地域のうち一定の営業区域を「準特定特別監視地域」にそ

れぞれ指定し，これらの地域においては，新規の参入や増車に際して事業
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者にタクシーの運転者の労働条件等に関する計画の提出等を求めるなど，

タクシーの著しい供給過剰を未然に防止するための各種施策を講ずること

とした（「特定特別監視地域等において試行的に実施する増車抑制対策等

の措置について」（平成１９年１１月２０日付け国自旅第２０８号国土交

通省自動車交通局長通達。乙８）及び「平成１９年度の特別監視地域の指

定に伴い試行的に実施する増車抑制対策等の措置について」（同日付け関

東運輸局長，東京運輸支局長，関東運輸局神奈川運輸支局長，同埼玉運輸

支局長，同群馬運輸支局長，同千葉運輸支局長，同茨城運輸支局長，同栃

木運輸支局長及び同山梨運輸支局長公示。乙９））。 

エ 特別監視地域の指定要件の変更等 

「物価問題に関する関係閣僚会議」（平成５年８月２４日閣議口頭了解

により，長期及び短期にわたる物価安定対策に関する重要問題について協

議することを目的として随時開催するものとされるもの）において，特別

区・武三交通圏のタクシーの上限運賃の改定に関し，タクシー事業をめぐ

る諸問題について早急に検討するものとされたことを受け，国土交通大臣

は，交通政策審議会（国土交通省設置法６条１項の規定に基づいて国土交

通省本省に置かれた審議会）に対し，運賃の改定を契機として提起された

タクシー事業をめぐる諸問題について諮問したところ，同審議会陸上交通

分科会自動車交通部会に「タクシー事業を巡る諸問題に関する検討ワーキ

ンググループ」が設置されることとなり，同グループにおいて検討がされ

る中で，特別監視地域の指定の基準について，ある地域がタクシーの供給

が過剰である状態にあったとしても，需給の状況が直近で大きく悪化して

いない場合や長期にわたって緩やかに悪化している場合については，当該

地域が特別監視地域に指定されないなどの問題がある等の問題点が指摘さ

れた（乙１０）ため，平成２０年７月１１日，特別監視地域について，よ

り実態に即した指定がされるよう，新たな特別監視地域の指定の基準とし
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て，需給調整規制を行っていた最終年度である平成１３年度の日車実車キ

ロ（実車キロ（旅客を運送した総キロ数をいう。）÷延実働車両数（稼働

したタクシーの年間延べ車両数をいう。）により算出されるもの。以下同

じ。）及び日車営収（運送収入（旅客運送による総収入をいう。）÷延実

働車両数により算出されるもの。以下同じ。）との比較を追加するなどの

見直しが行われた（「『緊急調整地域の指定等について』及び『特定特別監

視地域等において試行的に実施する増車抑制対策等の措置について』の一

部改正について」（同日付け国自旅第１４８号国土交通省自動車交通局長

通達。乙１１）及び「緊急調整地域の指定等について」（同日付け関東運

輸局長公示。乙１２））。 

(3) 特措法の成立 

ア 交通政策審議会の答申 

交通政策審議会陸上交通分科会自動車交通部会内に置かれた「タクシー

事業を巡る諸問題に関する検討ワーキンググループ」は，平成２０年２月

８日から同年１２月５日までの間に合計１３回開催され，同グループにお

いて，各地域の状況を多角的な視点で把握することに努めつつ，タクシー

事業が果たすべき役割，タクシー事業が抱える問題の所在とその原因，こ

れらの諸問題への対応策等について，幅広い視点から検討が行われた。交

通政策審議会は，同月１８日，現時点で必要と考えられる対策を「タクシ

ー事業を巡る諸問題への対策について」（乙１４。以下「本件答申」とい

う。）として取りまとめ，これを国土交通大臣に答申した。本件答申にお

いては，タクシーの供給過剰は，タクシー事業の収益基盤の悪化，タクシ

ー運転者の労働条件の悪化等のタクシーをめぐる様々な問題の背景に存在

する根本的な問題であるとされ，タクシーの供給過剰が進行している地域

においては，地域における公共交通機関としてのタクシーの機能の維持・

活性化の観点からの総合的な取組が必要であるとし，特定地域の指定の制
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度を創設し，特定地域においては，①タクシーの運転者の労働条件の悪化

の防止のため，事業者への監査や新規の参入及び増車における審査におい

て，労働条件の悪化を招かないよう他の地域よりもチェックを厳格化する

こと，②違法，不適切な事業運営を排除するために新規の参入及び増車に

おける審査を厳格化すること及び③新規の参入や増車を必要な限度でかつ

有効に抑制する必要があるため，新規の参入及び増車について，他の地域

に比べて許可等の基準，要件及びその審査を厳格化することがそれぞれ必

要である旨の提言が示された（乙１４の１３ないし１７頁・「Ⅵ 今後講

ずべき施策」の「４．供給過剰進行地域における対策」参照）。 

イ 法案の提出 

内閣は，平成２１年２月１０日，本件答申の内容を踏まえ，「特定地域

における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措

置法案」（第１７１回国会閣法第２７号。以下「特措法（政府案）」とい

う。）を，衆議院に提出した。 

ウ 特措法（政府案）に対する附帯決議及び特措法の成立等 

衆議院は，平成２１年６月１１日，衆議院本会議において，特措法（政

府案）及びその修正案を全会一致で可決したが，それに先立ち，衆議院国

土交通委員会は，同月１０日，特定地域では，地域の需要に適合し，新規

参入や増車による需要増が明らかに見込めるもの以外は，原則としてこれ

を認めないこと等をその内容に含む「特定地域における一般乗用旅客自動

車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法案に対する附帯決議」

（乙１６）を決議した。 

参議院は，同月１９日，参議院本会議において，特措法（政府案）及び

その修正案を全会一致で可決し，特措法が成立したが，それに先立ち，参

議院国土交通委員会は，同月１８日，特定地域では，新規参入や増車が需

要増を喚起すると明らかに見込める場合を除き，原則としてこれを認めな
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いこととすること等をその内容に含む「特定地域における一般乗用旅客自

動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法案に対する附帯決

議」（乙１７）を決議した。 

特措法は，同月２６日，公布され，同年１０月１日，施行された。国土

交通大臣は，上記の施行に先立つ同年９月２９日，同法４条１項の規定に

基づき，「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活

性化に関する基本方針」（同日付け国土交通省告示第１０３６号。以下

「本件基本方針」という。乙１８）を定めて告示したところ，本件基本方

針には，「新規の事業許可及び事業用自動車の数を増加させる事業計画の

変更認可については，特定地域における安易な供給拡大を抑制するよう，

これらの許認可処分について処分基準を厳格化するとともに，審査に当た

っては現地確認を徹底するなど審査の厳格化を図るものとする。」という

内容が含まれていた（乙１８の１７頁・「四 その他一般乗用旅客自動車

運送事業の適正化及び活性化の推進に関する基本的な事項」の「３ 国の

役割」の「(2) 事後確認と事前確認の強化」参照）。 

(4) 特措法が定める特定地域の意議，内容等 

ア 特定地域の制度の趣旨及び目的は，特措法１条に定めるとおりである

（別紙３第２の１）ところ，特措法は，前記(2)に述べたような経緯を踏

まえ，タクシーの供給過剰の進行等によりタクシーが地域公共交通として

の機能を十分に発揮することができていない地域を国土交通大臣が特定地

域として指定する制度を創設し(同法３条１項)，特定地域に指定する際に

参照すべき状況として，同項各号において，次の各状況を列挙している。 

(ｱ) 供給過剰（タクシーの供給輸送力が輸送需要量に対し過剰であること

をいう。）の状況（１号） 

(ｲ) 事業用自動車一台当たりの収入の状況（２号）  

(ｳ) 法令の違反その他の不適正な運営の状況（３号）  
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(ｴ) 事業用自動車の運行による事故の発生の状況（４号） 

イ 特定地域の指定の基準 

国土交通大臣が特措法３条１項の規定に基づきある地域を特定地域とし

て指定するための基準については，「特定地域の指定及び特定地域におけ

る一般乗用旅客自動車運送事業の適正化の推進のために監督上必要となる

措置の実施について」（平成２１年９月２９日付け国自旅第１５１号国土

交通省自動車交通局長通達。以下「措置実施通達」という。乙１９）の別

紙Ⅰの１（以下「措置実施通達Ⅰ１」という。乙１９の２枚目）におい

て，次のとおり定められている。 

「国土交通大臣は，次の(1)又は(2)のいずれかに該当する営業区域を特定

地域として指定するものとし，当該指定は告示により行うものとする。 

(1) 人口１０万人以上の都市を含む営業区域であって，①から③までのい

ずれかに該当するもの。 

① 日車実車キロ又は日車営収が，平成１３年度と比較して減少してい

ること。 

② 前５年間の事故件数が毎年度増加していること。  

③ 前５年間の法令違反の件数が毎年度増加していること。 

(2) 人口１０万人以上の都市を含まない営業区域であって，①から③まで

のいずれにも該当するもの。  

① 人口が概ね５万人以上の都市を含むこと。  

② (ｲ)から(ﾊ)までのいずれかに該当すること。 

(ｲ) 日車実車キロ又は日車営収が，平成１３年度と比較して１０％以

上下回っていること。 

(ﾛ) 前５年間の事故件数が毎年度増加していること。  

(ﾊ) 前５年間の法令違反の件数が毎年度増加していること。 

③ 当該営業区域を含む都道府県知事又は市町村長から，国土交通大臣
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に対して，当該地域を指定することについて要請があったこと。」 

ウ 特定地域における道路運送法の特例について 

特措法は，同法６条２項において，国の責務として，特定地域において

関係者が行う一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する取

組と相まって，一般乗用旅客自動車運送事業の適正化を推進するため，検

査，処分その他の監督上必要な措置を的確に実施するものとする旨を定め

るとともに，同法１５条１項において，一般乗用旅客自動車運送事業者が

特定地域内の営業所に配置するその事業用自動車の増車に関する事業計画

の変更については，道路運送法１５条３項の規定においては国土交通大臣

に対する届出で足りるものについても同大臣の認可を要するものとする旨

を定めている。そして，同条２項の規定により同条１項の認可について同

法６条の規定が準用されていることから，特定地域における事業用自動車

の増車に関する事業計画の変更の認可の基準については，同条１号ないし

３号の規定の定める各基準に適合することが必要となるものである。 

(5) 「特定地域の指定及び特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の

適正化の推進のために監督上必要となる措置の実施について」（平成２１年

９月３０日付け関東運輸局長，東京運輸支局長，関東運輸局神奈川運輸支

局長，同埼玉運輸支局長，同群馬運輸支局長，同千葉運輸支局長，同茨城

運輸支局長，同栃木運輸支局長及び同山梨運輸支局長公示。以下「措置実

施公示」という。乙２０）の策定とその内容 

ア 措置実施公示の策定 

措置実施通達（乙１９）においては，一般乗用旅客自動車運送事業者が

特定地域内の営業所に配置する一般車両タクシーの増車に関する事業計画

の変更の認可の申請（以下「一般車両増車申請」という。）については，

①収支計画（提出された収支計画上の増車車両分の営業収入が，申請する

営業区域で当該増車実施後に新たに発生する輸送需要によるものであるこ
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とが明らかであること），②運転者の確保状況，③実働率，④法令遵守状

況に関する基準に適合するもののみを認可するとした基準が示された（乙

１９の３及び４枚目・「Ⅲ．特定地域における一般乗用旅客自動車運送事

業の申請に対する取扱い」の「３．増車の認可」の「(1) 処理方針」欄参

照）。 

これに沿って，関東運輸局長及び東京運輸支局長を含む国土交通省関東

運輸局（以下「関東運輸局」という。）の管内の地方運輸支局長は，平成

２１年９月３０日，措置実施公示を定めて公示した。 

イ 措置実施公示の内容 

措置実施公示の「Ⅲ．特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の

申請等に対する取扱い」中「３．増車の認可」中「(1) 処理方針」（以下

「措置実施公示Ⅲ３(1)」という。乙２０の４頁）には，「特定地域におけ

る営業区域内の増車（一般の需要に応じることができるタクシー・ハイヤ

ー車両の合計数を増加させる事業計画の変更をいう。）の認可の申請に対

しては，（中略）次に掲げる基準（中略）に適合するものに限り認可する

ものとする。」との定め（以下「措置一般車両認可基準」という。）がある

ところ，上記の基準のうち，「①収支計画」には「提出された収支計画上

の増車車両分の営業収入が，申請する営業区域で当該増車実施後に新たに

発生する輸送需要によるものであることが明らかであること」との基準

（以下「収支計画要件」という。）が定められている。 

(6) 福祉車両の増車に関する事業計画の変更の認可の基準の策定等 

既に述べたように，一般乗用旅客自動車運送事業者が特定地域内の営業所

に配置する事業用自動車の増車に関する事業計画の変更については，特措法

１５条１項及び道路運送法１５条１項の各規定により国土交通大臣の認可を

要するものとされているところ，一般乗用旅客自動車運送事業者が特定地域

内の営業所に配置する福祉車両であるタクシーの増車に関する事業計画の変
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更の認可の申請（以下「福祉車両増車申請」という。）に係る認可の基準に

ついては，同条２項の規定によりこれについて準用される同法６条の規定に

よる基準の運用上，措置一般車両認可基準を適用せず，措置実施公示の「Ⅲ．

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の申請等に対する取扱い」中

「３．増車の認可」中「(3) 福祉輸送自動車の取扱い」（以下「措置実施公

示Ⅲ３(3)」という。乙２０の５頁）が定める取扱い（「福祉輸送自動車の合

計数を増加させる事業計画の変更の認可の申請に対しては，従前の事前届出

書の様式の記載事項と同程度の内容が確認できることをもって，速やかに認

可する。」との取扱い。以下「措置福祉車両認可基準」という。）を適用して

いるところ，その経緯等は，次のとおりである。 

ア 平成１２年改正前の基準 

平成１２年改正前の道路運送法においては，増車に関する事業計画の変

更をしようとする場合は，原則として運輸大臣（当時）の認可を受けなけ

ればならないものとされていたところ（同法１５条），当該認可について

も同法６条の規定が準用されていたことから（同法１５条２項），増車に

関する事業計画の変更の認可についても，同法６条が定める需給調整規制

の基準に適合することが要件とされており，道路運送法施行規則１条２項

４号（平成１４年国土交通省令第１０３号による改正前のもの）にいう特

殊用自動車の増車については，「一般乗用（患者等輸送限定）旅客自動車

運送事業の免許等について」（昭和６３年１２月９日付け地自第６８６号

運輸省地域交通局長通達。以下「民間患者等輸送事業基準」という。乙２

２）において，一般乗用（患者等輸送限定）旅客運送事業（以下「民間患

者等輸送事業」という。なお，「患者等」とは，健常者以外の者並びに車

椅子又は寝台を必要とする身体障害者及び寝たきりの老人をいい，「民間

患者等輸送事業」とは，専らこれらの者の病院の通院，転院及び入退院並

びに養護施設，老人ホーム等の送迎を行うものをいう。以下同じ。）に係
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る需給に対する審査について，当該事業の特殊性から一般車両タクシーを

使用して運営されるタクシー事業とは別扱いとした上で，民間患者等輸送

事業の免許等に際しては，各地の実情に応じた必要な条件等を付すなどす

ることとされ，例えば，業務の範囲については，平成１２年改正前の道路

運送法８６条の規定（別紙３第１の７(1)及び(2)の各ア）に基づき，「寝

台車両を必要とする患者等及び車椅子を必要とする患者等並びにその付添

人に限る」との条件を付すこととされていた。 

その後も，リフト付きタクシー等特殊なサービスに係る各種の申請につ

いては，その内容に応じ，それぞれの特性を踏まえて判断することとされ

た（乙２３ないし２５）が，実際には，民間患者等輸送事業基準に基づき，

それについての判断をしていた。 

イ 平成１２年改正後の基準 

国土交通省は，タクシー事業については，その事業計画（道路運送法施

行規則４条８項３号）において，事業用自動車の種別（同規則１条２項）

として一般自動車と特種自動車の別に分けることを求めるとともに，リフ

ト付きタクシー等特殊なサービスに限る事業については，平成１２年改正

の前と同様，事業の特性を踏まえて許可等に際し必要に応じ業務の範囲を

当該事業に限定する旨の条件を付すこととした（「一般乗用旅客自動車運

送事業（１人１車制個人タクシー事業を除く。）の申請に対する処理方針」

（平成１３年８月２９日付け国自旅第７２号国土交通省自動車交通局長通

達。乙２６）及び「一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシ

ー事業を除く。）の許可申請の審査基準について」（同年１１月２２日付け

関東運輸局長公示。乙２７））。また，その後，許可の対象となる輸送サー

ビスの範囲や輸送サービスに使用する車両の範囲を拡大することとした

（「患者等の輸送サービスを行うことを条件とした一般乗用旅客自動車運

送事業の許可等の取扱いについて」（平成１６年３月１６日付け国自旅第



 15 

２４１号国土交通省自動車交通局旅客課長通達。乙３０），「一般乗用旅客

自動車運送事業（１人１車制個人タクシー事業を除く。）の許可申請の審

査基準の一部改正について」（同月３１日付け関東運輸局長公示。乙３１

参照），「一般乗用旅客自動車運送事業（福祉輸送事業限定）の許可等の取

扱いについて」（平成１８年９月２５日付け国自旅第１６９号国土交通省

自動車交通局長通達。乙３２）及び「一般乗用旅客自動車運送事業（１人

１車制個人タクシー事業を除く。）の許可申請の審査基準の一部改正につ

いて」（同月２７日付け関東運輸局長公示。乙３３参照））。 

(7) 西多摩交通圏を特定地域として指定したこと 

ア 西多摩交通圏における平成１３年度，平成２０年度及び平成２３年度に

おける各輸送の実績は，次の(ｱ)及び(ｲ)のとおりである（乙３５，３７，

５３）。 

(ｱ) 日車実車キロ 

ａ 平成１３年度 

８２４万７７３８ｋｍ÷７万３６９７両≒１１１．９ｋｍ 

ｂ 平成２０年度 

７１５万１８２９ｋｍ÷７万２３９６両≒ ９８．８ｋｍ 

ｃ 平成２３年度 

６２６万１５８１ｋｍ÷６万９１７７両≒ ９０．５ｋｍ 

(ｲ) 日車営収 

ａ 平成１３年度 

３１億２５４７万２０００円÷７万３６９７両≒４万２４１０円 

ｂ 平成２０年度 

２９億１９０７万６０００円÷７万２３９６両≒４万０３２１円 

ｃ 平成２３年度 

２５億８０４６万４０００円÷６万９１７７両≒３万７３０２円 



 16 

イ 国土交通大臣は，平成２１年１０月１日，特措法３条１項の規定に基づ

き，西多摩交通圏を，期間を同日から平成２４年９月３０日までと定めて

特定地域として指定し，これを告示した（乙３６）。また，国土交通大臣

は，平成２４年９月２８日，同項の規定に基づき，西多摩交通圏を，期間

を同年１０月１日から平成２７年９月３０日までと定めて特定地域として

指定し，これを告示した（乙３８）。 

(8) 本件却下処分に至る経緯等 

ア 原告は，平成２４年８月２７日，東京運輸支局長に対し，本件一般車両

増車申請をした（乙１の１）。 

イ 東京運輸支局長は，平成２４年１０月１日付けで，原告に対し，行政手

続法７条の規定に基づき，本件一般車両増車申請について，補正の期限を

同月１２日までと定めて，措置実施公示Ⅲ３(1)中「①収支計画」に定め

られている事項等に係る補正を求めたところ（乙１の２），原告は，同月

２日，東京運輸支局に対し，上記の補正の求めに対応するものとして「収

支計画書」と題する表等の文書を提出した（乙１の３）。 

ウ 関東運輸局東京運輸支局（以下「東京運輸支局」という。）は，平成２

４年１０月３０日付けで，原告に対し，行政手続法７条の規定に基づき，

原告が提出した前記イの資料（乙１の３）について，補正の期限を同年１

１月１３日までと定めて，「収支計画書」における増車分の営業収入の数

値の算出根拠等に係る補正を求めたところ（乙１の４），原告は，同月８

日，同支局に対し，上記の補正の求めに対応するものとして原告代表者作

成名義の「収支計画書を添付します。」から始まり，「予約や時間制を受け

付けなかったＡが一営業所を構えていたところ，当社が同社とは真逆に小

回りをきかせフレキシブルにサービスを提供して事業後継した場合，実績

のある従来の当社の年間台平均を売上予測として用いることは至極客観的

です（中略）。また，γ町と既に話題になっている各種助成の可能性も踏
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まえると，この収支計画書はかなり控えめなものといえます。」等の記載

のあるもの等の文書を提出した（乙１の５）。 

エ 東京運輸支局長は，平成２４年１２月６日付けで，原告に対し，特措法

１５条１項及び道路運送法１５条１項の各規定に基づき，本件一般車両増

車申請については，提出された収支計画上の増車車両分の営業収入が，西

多摩交通圏で新たに発生する輸送の需要によるものであることが明らかで

はないため，措置一般車両認可基準（措置実施公示Ⅲ３(1)が定める処理

方針）のうち収支計画要件に適合しないことから，同法１５条２項が準用

する同法６条２号の定める基準に適合しないとして，これを却下する旨の

処分（本件却下処分）をした（乙２の１）。 

(9) 本件条件付認可処分に至る経緯等 

ア 原告は，平成２５年４月１５日，東京運輸支局長に対し，本件福祉車両

増車申請をした（乙３）。 

イ 東京運輸支局長は，平成２５年４月２６日付けで，原告に対し，本件福

祉車両増車申請について，福祉車両のうち車いす・寝台兼用車を増車する

旨の事業計画の変更であり，措置福祉車両認可基準（措置実施公示Ⅲ３

(3)の定める取扱い）に適合することから，特措法１５条１項及び道路運

送法１５条１項の各規定に基づき，同法１５条２項が準用する同法６条の

定める基準に適合するとして，別紙２に定める条件を付してこれを認可す

るとの処分（本件条件付認可処分）をした（乙４の１）。 

(10) 本件訴えの提起 

    原告は，平成２５年６月３日，本件訴えを提起した（当裁判所に顕著な事

実）。 

 ３ 争点 

(1) 主位的請求について 

ア 措置一般車両認可基準及びそれに含まれる収支計画要件の各適法性（争
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点１） 

イ 関東運輸局長が西多摩郡γ町（以下「γ町」という。なお，以下，他の

西多摩郡に属する町村（現在は，α町，β町及びδ村）についても，その

時点のいかんを問わず，西多摩郡の記載を省略する。）が西多摩交通圏に

含まれるものとして営業区域を定めたこと及びこれを前提として国土交通

大臣が西多摩交通圏を特定地域として指定したことの適否（争点２） 

ウ 東京運輸支局長の裁量権の範囲からの逸脱又は濫用の有無（争点３） 

(ｱ) 本件却下処分に係る東京運輸支局長の裁量権の範囲からの逸脱又は濫

用の有無（争点３－１） 

(ｲ) 本件条件付認可処分に係る東京運輸支局長の裁量権の範囲からの逸脱

又は濫用の有無（争点３－２） 

エ 信義則違反の有無（争点４） 

(2) 予備的請求について 

本件却下処分が無効であるといえるか否か（争点５） 

４ 争点に対する当事者の主張の要点 

(1) 措置一般車両認可基準及びそれに含まれる収支計画要件の各適法性（争

点１） 

（原告の主張の要点） 

ア 措置一般車両認可基準には収支計画要件が定められているところ，措置

一般車両認可基準は，収支計画要件に「新たに発生する輸送需要」の視座

が明記されておらず，それが社会一般にとってのものか，申請者である原

告にとってのものであるかいずれにも解釈することができる曖昧なもので

あり，法令執行の基準とはなり得ない。また，仮に，上記の視座を社会一

般にとってのものとして解釈した場合，特措法の趣旨に照らして「新たに

発生する輸送需要」に限ることに合理性がなく，同法に基づく基本方針に

定めるべき事項として同法４条２項４号にいう「適正化及び活性化の推進



 19 

に関する基本的な事項」としても妥当しないから，この意味においても，

法令執行の基準とはなり得ないものである。 

イ 人の心である需要を新旧によって差別することはナンセンスであり，関

係法令や憲法１４条，２２条に照らす以前の奇論であるし，そもそも，道

路運送法８条の緊急調整措置は極めて権利制限性の強い規制であって，当

該措置は極めて慎重に行われなければならない上，特措法の目的はタクシ

ーの需給調整ではなく，実際には需給調整規制をすることができないにも

かかわらず，関東運輸局長ないし東京運輸支局長は，収支計画の審査とい

う名を借りて，収支計画が「新たに発生する輸送需要」というなかなか発

生し難く，申請者による挙証が困難で，裁量名下に拒絶しやすい基準を恣

意的に挿入し，それを満たす場合に限り認可する旨の基準を含む通達等

（措置実施通達及び措置実施公示）をもって，これと実質的に同様の抑制

的規制（増車抑制等の需給調整）を当然のように行っているところ，通達

は法源ではないのであり，通達やその趣旨に従っているから違法性はない

という考え方は誤っている。 

ウ 被告は，本件却下処分について，立法者の意思（特措法（政府案）に対

する附帯決議。乙１６，１７）に沿ったものである旨主張するが，同附帯

決議（乙１６，１７）はいずれも，「原則として」と例外の余地を残して

おり，「新たに発生する輸送需要」等に限っているわけではない。 

（被告の主張の要点） 

ア ①前提事実(3)アに述べた交通政策審議会の答申（本件答申），②前提

事実(3)ウに述べた衆議院及び参議院の各国土交通委員会においてそれぞ

れ決議された附帯決議（乙１６，１７。特定地域においては，地域の需要

に適合し，新規の参入や増車による需要増が明らかに見込めるもの以外は，

原則としてこれを認めない措置を講じることを求めるもの。），③特措法

６条２項の規定の定め（国は，タクシー事業の適正化を推進するため，検
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査，処分その他の監督上必要な措置を的確に実施するものとされているこ

と）及び④国土交通大臣が，本件基本方針において，特定地域における安

易な供給拡大を抑制するよう関係する許認可について処分基準・審査の厳

格化を図ること等を定めたことの各事情に照らすと，措置一般車両認可基

準は，供給過剰に伴うタクシーの安全性や利便性の低下を防止する観点か

ら，一般車両タクシーに係る増車申請に対する審査を厳格に行うことを定

めたものであるというべきである。そして，措置一般車両認可基準は，上

記①ないし④の内容に沿ったものであり，同法の下における一般車両タク

シーに係る増車の認可について，道路運送法１５条２項が準用する同法６

条の適合性を判断するための認可基準として，同法及び特措法の各趣旨及

び目的に沿うように定められたものであることは明らかであって，合理性

を有するというべきである。 

イ 原告は，収支計画要件には，「新たに発生する輸送需要」の視座が明記

されておらず，それが社会一般にとってのものか，申請者である原告にと

ってのものであるかいずれにも解釈することができる曖昧なものであり，

法令執行の基準とはなり得ない上，仮に，上記の視座を社会一般にとって

のものとして解釈した場合，特措法の趣旨に照らして「新たに発生する輸

送需要」に限ることに合理性がなく，同法４条２項４号にいう「適正化及

び活性化の推進に関する基本的な事項」としても妥当しない旨主張する。 

しかしながら，措置一般車両認可基準は，収支計画要件につき，「提出

された収支計画上の増車車両分の営業収入が，申請する営業区域で当該増

車実施後に新たに発生する輸送需要によるものであることが明らかである

こと」と規定し，申請する営業区域で新たに発生する輸送需要であるかど

うかが「明らか」にされなければ収支計画要件を満たすとはいえないとし

ているのであるから，一般車両タクシーに係る増車申請につき客観的に見

て「新たに発生する輸送需要」であることが求められているのは明らかで
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あり，原告が主張するような「新たに発生する輸送需要」の視座が明記さ

れていないなどとは到底いえない。また，前記アに述べたとおり，収支計

画要件を含む措置一般車両認可基準は，同法の趣旨・目的に沿うように定

められたものであり，合理性を有するというべきであるから，同法４条２

項４号にいう「適正化及び活性化の推進に関する基本的な事項」に妥当し

ないともいえないというべきである。 

(2) 関東運輸局長がγ町が西多摩交通圏に含まれるものとして営業区域を定

めたこと及びこれを前提として国土交通大臣が西多摩交通圏を特定地域と

して指定したことの適否（争点２） 

（原告の主張の要点） 

自動車の運転が困難となる超高齢化が進行していることに加えて市街地か

ら１時間もかかるようなタクシー過疎となった特段の配慮を要する場所であ

っていわば陸の孤島ともいうべき地域（γ町）の実情には何の配慮もせず，

関東運輸局長は，γ町を西多摩交通圏に含めて一つの営業区域と定め，国土

交通大臣は，それを前提として，西多摩交通圏を特定地域として指定してお

り，不適切な営業区域の定めないし供給過剰ではない場所に対する特定地域

の指定をしているものである。 

（被告の主張の要点） 

ア 営業区域の定めについては地方運輸局長に裁量権が認められること 

一般旅客自動車運送事業のうち，タクシー事業及び貸切バス事業は，路

線バス事業と異なり，事業立地に制約がないという特性を有することから，

全国一円での自由な営業活動を認めた場合，通常行われるべき適正な営業

管理や輸送の安全上の管理，運転者に十分な地理的知識を保持させること

が担保できない可能性がある。 

道路運送法は，同法５条１項３号において，同法４条の一般旅客自動車

運送事業の許可申請に必要な記載事項の１つとして，営業所の位置を含む
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一定の合理的な地理的範囲である「営業区域」を設定させ，旅客の発地及

び着地のいずれもがこの外にある輸送を禁止する（同法２０条）ことによ

り，適正な営業活動の担保を図るとともに，実効ある運行管理による輸送

の安全及び運転者の地理的知識の担保による利用者の利便を確保しようと

しているところ，「営業区域」については，道路運送法施行規則５条によ

り，輸送の安全，旅客の利便等を勘案して，地方運輸局長が定める区域を

単位とするものとされている。そして，道路運送法５条及び道路運送法施

行規則５条は，いかなる区域を営業区域とするかについて具体的に定めず，

同条において「地方運輸局長が定める区域を単位とするものとする。」と

規定していることから明らかなとおり，いかなる区域を単位として営業区

域と定めるかについて，地方運輸局長に裁量が与えられているものと解す

るのが相当である。 

イ 西多摩交通圏の設定経緯 

(ｱ) 平成１２年改正前の道路運送法の下における設定の経緯等 

平成１２年改正前の道路運送法は，タクシー事業への新規参入につい

て，需給調整規制を前提とした免許制を採用しており，当該免許は事業

区域ごとに行われ（同法４条２項），同法６条に定める免許基準のうち

同条２号においても，事業区域に係る供給輸送力が輸送需要量に対し不

均衡とならないものであることを要する旨が定められていたことから，

免許に当たっては，事業区域ごとに需給調整が行われていた。 

この事業区域の設定に当たっては，「ハイヤー・タクシー関係事務処

理の改善について」（昭和４５年１１月２８日付け自旅第６９４号運輸

省自動車局長通達 。乙４０）において，当時の事業区域（例えば，現

在の西多摩交通圏については，西多摩郡や付近の各市をそれぞれ一つの

単位として事業区域が定められていた。）は，経済社会活動の広域化に

必ずしも適応していないため，同一経済地域に属する同一運賃の事業区
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域は，可及的速やかに相互に区域を拡大するよう地域の実情に応じて具

体的方針を定めて指導する等の方針が示されたため，運輸省東京陸運局

長（現在の関東運輸局長）は，地域の経済圏，人的流動，地域発展の動

向等を考慮し，西多摩郡や付近の各市をそれぞれ一つの単位として定め

られていた従前の事業区域を一つの範囲のブロックにまとめて「交通圏」

の名称を冠することとした上で，青梅市，福生市，秋川市（当時），ε

町（当時），α町，β町，ζ町（当時），γ町及びδ村を一つの区域とす

る西多摩交通圏を定めた(「一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制

個人タクシーを除く）の免許に関する資格要件の改正について」（昭和

５４年１０月１５日付け７９東陸自１旅２第５４３４号運輸省東京陸運

局長通達。乙４１別表１））。 

その後，事業区域の拡大を検討すべきである旨の方針が示された

（「一般乗用旅客自動車運送事業に係る事業区域の段階的拡大及び乗合

タクシーの積極的推進に関する基本方針について」（平成６年１２月２

０日付け自旅第１７８号運輸省自動車交通局長通達。乙４２の４及び５

枚目））ものの，事業区域拡大により発生すると考えられる課題として，

乗務員の地理知識の不足を理由とした乗車拒否や地理不案内によるサー

ビス低下を来さないよう乗務員教育による十分な地理知識の確保等を掲

げ，これらの問題点の解消に最大限の努力をするとともに，状況変化等

条件が整えば，事業区域の見直し等を行うことが必要と考える旨の検討

結果が示されるにとどまった（運輸省関東運輸局東京陸運支局が設置し

た「事業区域拡大及び乗合タクシー推進に関する検討会」による「事業

区域拡大に関する検討について」と題する報告書（乙４３の３ないし９

枚目））。 

(ｲ) 平成１２年改正後における西多摩交通圏に係る営業区域の設定の経緯

等 
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平成１２年改正により，需給調整規制が廃止された一方で，「タクシ

ーの活性化と発展を目指して～タクシーの需給調整規制廃止に向けて必

要となる環境整備方策等について～」（平成１１年４月９日付け運輸政

策審議会自動車交通部会答申。乙４４）において，「需給調整規制の廃

止後におけるタクシー制度のあり方」の中で，「事業区域」については，

「車両の配置されている営業所に対する帰属性を確保し運行管理及び整

備管理が適正に行われること並びに運転者の地理の熟知度を確保するこ

とを制度的に担保するため，事業区域制度を引き続き設けることが適当

である」（乙４４の５枚目）との指摘がされたことを踏まえ，輸送の安

全の確保の観点から運行管理を適正に実施することや利用者利便の確保

の観点から運転者が十分な地理的知識を備えることをそれぞれ担保する

ため，事業を行う範囲を確定させることが必要であることから，従前の

事業区域を営業区域として，事業計画の記載事項とすることとした（乙

４５）。 

そして，これらのことを踏まえ，関東運輸局長は，平成１２年改正後

も，従前と同様に，営業区域として西多摩交通圏（青梅市，福生市，あ

きる野市（旧秋川市及び旧ζ町），羽村市（旧ε町），α町，β町，γ町

及びδ村）を設定しているものである（乙２７）。 

ウ γ町を西多摩交通圏に含めることに合理性があること 

次の(ｱ)ないし(ｳ)に照らせば，γ町を含む西多摩地域が，歴史的，地理

的，行政的及び経済的に深いつながりを有していることは明らかであり，

交通圏としても，青梅市，福生市，あきる野市，羽村市，α町，β町，γ

町及びδ村，すなわち，西多摩地域を構成する各市町村を西多摩交通圏と

して一つの営業区域として扱うことには十分合理性が認められるから，西

多摩交通圏に係る営業区域の設定は，地域の経済圏，人的流動，地域発展

の動向等を考慮して定められたものといえるのであり，関東運輸局長が，
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営業区域の設定に当たり，西多摩交通圏にγ町を含めたことには合理性が

あるものというべきである。 

(ｱ) 西多摩地域の沿革及び地勢的条件等 

西多摩交通圏を構成する青梅市，福生市，あきる野市，羽村市，α町，

β町，γ町及びδ村は，東京都多摩地域西部（いわゆる西多摩地域）に

位置する，旧西多摩郡に当たる市町村である（乙４６の５枚目）。γ町

を含む西多摩地域は，東京都の面積の約２６％（約５７３ｋ㎡）を占め，

東京都の人口の約３％（約４０万人）を擁しており，西には大半が秩父

多摩国立公園に含まれる緑豊かな山岳地域が広がり，平野部や丘陵地に

は住宅地や畑も多く，大都市圏周辺の一つの地域社会を形成している

（乙４７）。 

鉄道は，Ｂ株式会社（以下「Ｂ」という。）の○駅を起点とするＢ○

線が多摩川沿いにＢの○駅まで，Ｂの○駅を起点とするＢ○線が秋川沿

いにＢの○駅まで，それぞれ西多摩地域内をおおむね東西方向に横断し

ている。道路は，東西方向にいわゆる青梅街道及び五日市街道が，南北

方向に一般国道１６号，一般国道４１１号（いわゆる滝山街道）及び秋

川街道が通っているほか，γ町とδ村を結ぶいわゆる奥多摩周遊道路が

ある。また，平成１９年には青梅市とあきる野市を南北方向に走る首都

圏中央連絡自動車道（いわゆる圏央道）が中央自動車道とつながり，西

多摩地域の基幹的な道路網を形成している。（以上，乙４８の７枚目） 

(ｲ) 西多摩地域広域行政圏協議会の設立とその活動等 

γ町を含む西多摩地域の各市町村は，地理的，歴史的及び行政的につ

ながりが深いという共通認識の下，連携及び協調して広域行政に取り組

んでいる。 

すなわち，昭和５８年７月１日，西多摩地域を構成する青梅市，福生

市，秋川市（当時），ε町（当時），ζ町（当時），α町，β町，γ町及
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びδ村を構成市町村として，地方自治法２５２条の２に基づき，西多摩

地域広域行政圏協議会が設立された。同協議会は，西多摩地域の一体的

整備と住民の福祉増進を図るため，広域行政圏計画の策定及び広域行政

圏に関する必要な事務の連絡調整を目的としている（乙４９）。 

西多摩地域広域行政圏協議会は，昭和６０年，西多摩地域の将来像を

「水と緑に恵まれた自然環境を生かしながら，地域の連携に基づく新た

な活力と文化を創造する圏域」とする広域行政圏計画・基本構想を策定

し，平成１８年には，「地域の自立」「若者の定住」「自然や歴史・文化

を活かした地域づくり」「安心安全なまちづくり」「地域産業の再構築」

等，圏域の活力と魅力の創造に向けて後期基本計画を策定し，構成市町

村の連携，協力を進めてきたところ，上記各計画に沿って，西多摩地域

では，消費生活相談等の広域連携，公共施設の広域利用，地域一体とな

った広域行政圏体育大会の実施等，住民の福祉の増進や効果的な行政サ

ービスの展開に努めるとともに，「西多摩ブランド」創出の手法の研究

等観光振興に向けた調査等を実施してきた（乙５０の４枚目）。さらに，

西多摩地域広域行政圏協議会は，平成２３年３月，それまでの取組とそ

の成果を踏まえ，地域特性・地域資源を生かした西多摩地域の魅力向上

に向けた方策や，豊かな自然を活用した循環型社会・低炭素社会の実現

に向けた方策，行政サービスの広域化等の課題について構成市町村の連

携・協調に向けた取組等を定めた西多摩地域広域行政圏計画を策定し，

同計画に基づき，西多摩地域における広域行政が行われている（乙５０

の２枚目及び１９ないし２７枚目）。 

(ｳ) 西多摩地域における観光事業の状況等 

γ町を含む西多摩地域は，観光事業についても行政と民間が一体とな

ってその振興に取り組んでおり，①γ町を含む西多摩地域の各市町村等

における観光宣伝，観光客誘致及び観光資源の保全・開発等を行うこと



 27 

により観光事業の健全な進行を図ること等を目的として，昭和６２年，

社団法人Ｃが設立されたり（乙５１），②Ｄのホームページ「○」にお

いて，γ町を含む西多摩地域が「西多摩エリア」とされ，同エリアの各

種観光資源が紹介されたりしている（乙５２）。 

エ 西多摩交通圏を特定地域に指定したことに合理性があること 

特措法３条１項に定める特定地域の指定は，前提事実(4)イに述べたと

おり，措置実施通達が定める基準に沿って実施されているところ，平成１

４年１月末までは，平成１２年改正前の道路運送法６条１項の基準に需給

調整条項が規定され，それに基づき需給調整規制が行われており，平成１

３年度において供給過剰でなかったことは確実であるから，供給過剰でな

い平成１３年度の輸送実績を基準とし，これと当該営業区域の直近年度の

実績を比較して地域の供給過剰の状況をみることには合理性があるところ，

前提事実(7)アのとおり，西多摩交通圏における平成２０年度及び平成２

３年度の各日車実車キロ及び日車営収は，いずれも平成１３年度のそれら

の値を下回っており，このことは，西多摩交通圏においては，前提事実

(4)イに述べた措置実施通達の定める基準のうち，「人口１０万人以上の都

市を含む営業区域であって，日車実車キロ又は日車営収が，平成１３年度

と比較して減少していること」（乙１９の２枚目・措置実施通達Ⅰ１の(1)

①）に該当する。 

したがって，国土交通大臣が西多摩交通圏における一般乗用旅客自動車

運送事業の供給過剰等の状況に照らして同交通圏を特定地域に指定したこ

とに合理性があるというべきである。 

(3) 本件却下処分に係る東京運輸支局長の裁量権の範囲からの逸脱又は濫用

の有無（争点３－１） 

（原告の主張の要点） 

次のような事情に照らすと，本件却下処分は，憲法１３条，１４条，２２
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条，２５条，２７条及び４１条に反するものである。 

ア 本件一般車両増車申請が措置一般車両認可基準中の収支計画要件に適合

していないとはいえないこと 

原告は，原告が本件一般車両増車申請をした際に提出した収支計画書

（乙１の５の２枚目）において，本件一般車両増車申請の内容どおりに増

車が認められた場合には，原告の平成２５年度におけるタクシー事業の売

上高が平成２３年度に比して全体として３４２０万円増加（原告における

全体の売上高が約１６％増加）する旨を記載しているところ，その根拠は，

γ町においてタクシー事業を営んでいた者（Ａ株式会社。以下「Ａ」とい

う。）と比較し，運行台数及び運行時間帯が１．５倍になること，年中無

休で本社営業所において予約を受けること，タクシーを待機させる場所を

固定させないこと等フレキシブルにサービスを提供することに加え，γ町

から各種の助成を受けられる可能性があることによるものである。被告は，

原告における全体の売上高が約１６％増加する旨の記載について，経営資

源に乏しい原告に挙証を押しつけ，資料不足を認識しているにもかかわら

ず十分な補正の指導や審査をすることなくいい加減な記載である旨を主張

するものである。 

また，被告は，運送収入が減少したことをもって需要の減少と供給の過

剰を説明しているところ，特措法制定以降の車両数の減少（乙５３）には

何ら触れておらず，タクシーの供給があって初めて乗客が利用するという

需要が生ずるという関係にあることからすれば，被告の論法は，分母を隠

して分子だけを比較するようなものである。 

イ バリアフリー法４条に反すること 

本件一般車両増車申請は，平成２４年３月３１日をもってタクシー供給

がなくなったγ町の公共交通を確保するため，原告が特措法５条に基づき

利益度外視で取り組むための尊いものであって，現に，地域の要望に応え
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るため，やむなく採算を度外視して本件却下処分のいかんにかかわらず○

駅にタクシーを待機させ続けている。被告は，本来，バリアフリー法４条

に基づき原告と協力すべき責務があるにもかかわらず，本件一般車両増車

申請をした原告に対して何ら調査連絡等をすることもなく，これを却下し

たものである。 

ウ 本件却下処分が特措法３条，６条及び７条に反すること 

γ町は，本件却下処分後，被告に対し，γ町におけるタクシーの供給に

ついての要望書（甲４）を提出しているところ，これは，特措法７条及び

バリアフリー法５条に基づくものと解され，本件却下処分は，特措法やバ

リアフリー法に明記されている交通事業者や自治体をないがしろにしてい

る疑いがある。被告は，特措法を利用し，適正化の名の下に特別区とγ町

とを同視してタクシーの規制や取締りを強化し，理由不明の官製減車政策

につなげようとしており，γ町からは，同法の施行後，半世紀にわたり地

域の公共交通を支えてきた大手既存事業者（Ａ）が撤退したものであって，

被告自体が，同法３条，６条及び７条に反するというべきである。そして，

判例（最高裁昭和４０年（行ツ）第１０１号同４６年１０月２８日第一小

法廷判決・民集２５巻７号１０３７頁）も，「免許の許否を決しようとす

る行政庁としては，事実の認定に付き行政庁の独断を疑うことが客観的に

もっともと認められるような不公正な手続をとってはならないものと解せ

られる」と判示しており，本件却下処分は，法令を無視したものであって，

被告にとって最初から本件一般車両増車申請を却下しなければならない他

の事情があったことを疑うに足りるものであり，不公正な手続によるもの

にほかならない。 

エ 原告が本件一般車両増車申請前に実質的に２４両までの増車の認可を受

けていたものと同視することができること 

原告は，平成１９年５月１８日，東京運輸支局長に対し，一般乗用旅客
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自動車運送事業事業計画変更認可申請書（甲１０の１）及び本社営業所配

置図兼自動車車庫求積平面図（甲１０の２）を提出し，同支局長が同年６

月２１日にこれを認可したところ，この認可は，形式的には，タクシーの

車庫を１６両分から２４両分に増加させようとするものであるが，原告が，

当該認可後は，届出により随時増車することができたことに鑑みると，特

措法施行前の同日以降，実質的には２４両までの増車の認可を受けている

ものと同視することができる。特措法は，道路運送法に基づく認可を求め

ており，他に原告の申請（本件一般車両増車申請）を拒む正当な理由はな

いから，従前と同じ結果が出ることが自然である。 

オ 本件却下処分が違法であることを裏付けるその余の事情 

被告がタクシー事業を経営する者（以下「タクシー事業者」という。）

に課す義務やそれに違反した場合の行政処分に係る基準は，他業種に例を

見ないほど細かく大量である上に内容も激変しており，このような処分基

準自体が道路運送法８６条に違反する。平成２５年中に行政処分を受けた

東京都の全運送事業者数（４４８件）のうちタクシー事業者（３７７件）

が大半を占め，全タクシー事業者（約４８０）の約８割が処分を受けてい

る。タクシー事業者の間では，監査は営業停止と同じものと捉えられてお

り，処分基準を見せつけて見せしめのような処分をすることは，本来の目

的を離れてタクシー事業者を被告に隷属させるという目的が一人歩きして

いるように思われる。このことに加え，被告は，増車したら違反点数は４

倍になる，監査を受けるのを回避したいのであれば減車せよなどとタクシ

ー事業者を迫害し続けており，誰もこれに逆らえない実態が背景にあるも

のである。 

（被告の主張の要点） 

次のような事情に照らすと，本件却下処分について，東京運輸支局長の裁

量権の範囲からの逸脱又は濫用があるとはいえず，憲法１３条，１４条，２
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２条，２５条，２７条及び４１条に反するものともいえない。 

ア 道路運送法６条の基準適合性の判断が裁量性を有すること 

特定地域内に営業所を有する事業者が増車を計画する場合には，届出

ではなく，国土交通大臣等による認可を受ける必要があり（特措法１５条

１項，道路運送法１５条１項），この認可の許否判断に際しては，同条２

項が準用する同法６条の基準に適合しているかが吟味されることになると

ころ，同条各号が定める３つの基準は，いずれも抽象的，概括的なもので

あって，特に具体的な適合要件を定めているものではない。また，実際の

増車の当否を判断する上では，特定地域におけるタクシーの需要及び供給

の関係，当該地域で営業するタクシー事業者への影響のほか，輸送の安全

や利用者の利益の保護及び利便が維持できるか否かといった公益にも配慮

した検討を要するところであって，このような判断は，当該地域の道路運

送行政に精通し，専門的，技術的な知識経験を有する国土交通大臣等の裁

量的判断に委ねなければ，実効的な判断は見込めず，ひいては特措法の目

的実現が妨げられかねない。それゆえ，道路運送法６条の基準の適合性の

判断については，国土交通大臣等の判断権者に裁量権が認められていると

いうべきである（最高裁平成７年（オ）第９４７号同１１年７月１９日第

一小法廷判決・裁判集民事１９３号５７１頁参照）。そして，同条の基準

適合性については措置一般車両認可基準が定められ，認可手続においても，

同基準に該当するか否かが判断されることになるが，増車認可申請につい

ては，原則として，①収支計画，②運転者の確保状況，③実働率，④法令

遵守状況に関する基準に適合するものについて認可するとしたにとどまり，

当該要件を満たすか否かについては，やはり国土交通大臣等による裁量的

判断が必要となるから，措置一般車両認可基準が定められていることを前

提としても，同法１５条１項の認可処分の裁量性は否定されない。 

このように，同法６条の基準適合性の判断には国土交通大臣等に裁量権
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が認められていることから，その判断の適否に対する司法審査の在り方も，

国土交通大臣等と同一の立場に立って同条の基準に適合するかどうかを判

断するのではなく，国土交通大臣等の第一次的な裁量判断が存在すること

を前提として，同判断が裁量権を付与した目的を逸脱し，又はこれを濫用

したと認められるかどうかを判断すべきである（行政事件訴訟法３０条参

照）。 

イ 本件一般車両増車申請が措置一般車両認可基準中の収支計画要件に適合

しているとはいえないこと 

次の(ｱ)ないし(ｴ)によれば，本件一般車両増車申請が措置一般車両認可

基準中の収支計画要件を満たすものと認めることができないとした東京運

輸支局長の判断に何ら不合理な点はない。 

(ｱ) 本件一般車両増車申請において申請された輸送需要が西多摩交通圏内

の他社（Ａ）が担っていた輸送需要であること 

①原告が本件一般車両増車申請に係る補正をした際に添付した「事業

計画変更報告書」と題する文書（乙１の３の２枚目）において，本件一

般車両増車申請がγ町の依頼を受けたことに伴うものである旨が記載さ

れていること，②原告が本件一般車両増車申請に係る補正をした際に添

付した平成２３年４月から平成２４年７月までの輸送実績表（原告を含

む西多摩交通圏の事業者の月次の輸送実績が記載されているもの。乙１

の３の７ないし２２枚目）において，平成２３年４月から平成２４年３

月までの各輸送実績表（乙１の３の７ないし１８枚目）については，Ａ

Ｅ営業所に係る輸送実績が記載されているが，同年４月から同年７月ま

での各輸送実績表（乙１の３の１９ないし２２枚目）については，同営

業所に係る輸送実績は記載されていないこと，③原告が本件一般車両増

車申請に係る再度の補正をした際に提出した「収支計画書を添付しま

す。」との書き出しから始まる文書（乙１の５の１枚目）には，「Ａが一
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営業所（ＡＥ営業所）を構えていたところ，当社（原告）が同社（Ａ）

とは真逆に小回りをきかせフレキシブルにサービスを提供して事業後継

した場合」，「従来の当社（原告）の年間台平均を売上予測として用いる

ことは至極客観的」と記載されていることの各事情に照らすと，本件一

般車両増車申請がされたのは，γ町からの依頼により，平成２４年３月

に西多摩交通圏内の他社（Ａ）が廃止した同社Ｅ営業所分の運送を原告

が後継しようとするためであると解される。 

そうすると，本件一般車両増車申請において申請された輸送需要は，

西多摩交通圏内の他社（Ａ）が担っていた輸送需要であって，西多摩交

通圏における既存の需給関係の中に吸収されるべきものと見るのが合理

的であり，新たに発生する輸送需要であるとはいえず，収支計画要件に

適合しないというべきである。 

(ｲ) 西多摩交通圏の全体及びγ町においてはいずれもタクシーの輸送需要

が減少傾向にあること 

次のａ及びｂのとおり，西多摩交通圏の全体においても，γ町におい

ても，タクシーの輸送需要が減少傾向にあると認められる一方で，新規

の輸送需要の発生が見込まれるような具体的な事情は何ら存しないので

あるから，同交通圏において新たに発生する輸送需要が存するとはいえ

ず，増車を認めれば西多摩交通圏の全体におけるタクシーの供給過剰の

状況に拍車をかける結果となるというべきであって，本件一般車両増車

申請が収支計画要件を満たすものと認めることができないとした東京運

輸支局長の判断に何ら不合理なところはないというべきである。 

ａ 西多摩交通圏の全体について 

西多摩交通圏の全体における平成２１年度ないし平成２３年度の

タクシーの輸送実績のうち，①運送収入は，平成２１年度が約２７億

０２２７万円，平成２２年度が約２６億３３２４万円，平成２３年度
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が約２５億８０４６万円であり，②輸送回数は，平成２１年度が１８

８万５４５７回，平成２２年度が１８６万２２８６回，平成２３年度

が１８３万５３０３回であり，③輸送人員は，平成２１年度が２４８

万２０５８人，平成２２年度が２４６万７１７１人，平成２３年度が

２４１万１８１６人であって，各数値とも減少している（乙５３）。

西多摩交通圏の全体における各年度の日車営収は，平成２１年度が約

３万７０６４円，平成２２年度が３万６８４０円，平成２３年度が３

万７３０２円とほぼ横ばいであり（乙５３），平成２１年度ないし平

成２３年度までの西多摩交通圏の全体における輸送需要自体に変わり

はない（少なくとも需要が増加している状況にはない）といえること

に加え，上記の平成２１年度ないし平成２３年度の日車営収は，平成

１３年度の日車営収４万２４１０円，平成２０年度の日車営収４万０

３２１円（いずれも乙３５）に比べて低水準にとどまっていることか

らすれば，平成１３年度から平成２３年度までの１０年間で見ると，

同交通圏の全体におけるタクシーの輸送需要は減少傾向にあるものと

いえる。 

ｂ γ町について 

平成２１年度ないし平成２３年度当時，γ町に営業所を置いてタ

クシー事業を行っていたのはＡだけであったところ，ＡＥ営業所にお

けるタクシーの輸送実績のうち，①運送収入は，平成２１年度が約１

５５８万円，平成２２年度が約１２３６万円，平成２３年度が約１２

５２万円であり，②輸送回数は，平成２１年度が７４７８回，平成２

２年度が６４７３回，平成２３年度が６４５３回であり，③輸送人員

は，平成２１年度が１万３０３９人，平成２２年度が１万０４９０人，

平成２３年度が１万０２７３人となっており（乙５４），平成２１年

度ないし平成２３年度のγ町におけるタクシーの輸送回数及び輸送人
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員はいずれも減少している上，運送収入についても，平成２３年度こ

そ前年度よりも約１６万円わずかに増加してはいるものの，平成２１

年度と平成２３年度を比較してみると，約１５５８万円から約１２５

２万円に減少しているのであるから，γ町におけるタクシーの輸送実

績は，全体として減少傾向にあるものといえる。さらに，γ町におけ

る総人口も昭和３０年から平成２２年まで一貫して減少している（乙

５５）上，Ｂの○駅の１日平均利用者数も平成１２年度から平成２４

年度まで一貫して減少している（乙５６）ことに照らしても，今後，

γ町におけるタクシーの輸送実績が増加することは想定し難い。 

このように，γ町においても，西多摩交通圏の全体と同様，タク

シーの輸送需要は減少傾向にあるものと認められる。 

(ｳ) 西多摩交通圏においてはタクシーが供給過剰の常態にあること 

西多摩交通圏は，前提事実(7)イに述べたとおり，平成２１年１０月

１日及び平成２４年９月２８日，それぞれ特定地域として指定され，こ

の間においても，平成２１年度及び平成２２年度の輸送実績（乙５３）

が平成１３年度のそれ（乙３５）を下回っており，継続して特定地域の

指定要件を満たしているから，供給過剰の常態にあるといえる。そして，

γ町において唯一タクシー事業を展開していたＡは，平成２４年３月を

もってＥ営業所を廃止して同町から撤退したところ，同営業所の認可車

両２台については，同年４月，ＡＦ営業所に配属替えとなった（乙１の

３の１８枚目及び１９枚目［西多摩地区平成２４年３月輸送実績表］

［西多摩地区平成２４年４月輸送実績表］）から，Ａがγ町から撤退す

る前後で，西多摩交通圏におけるＡの認可車両数（５５台）自体には変

動はない上，西多摩交通圏においてタクシー事業を行っている事業者全

体で見ても，同年３月の認可車両数２１６台から同年４月の認可車両数

２１５台（いずれも福祉大型車両を含む。乙１の３の１８枚目及び１９
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枚目）へと１台減少したのみである（なお，乙５３における車両数と乙

１の３の１８枚目の車両数との間で平成２３年度末の車両数が相違して

いるが，これは，乙５３における車両数が西多摩交通圏内の事業者の事

業計画における一般タクシー車両数の合計数であるのに対し，乙１の３

の１８枚目における車両数が月末時点で事業者が有している車両数であ

って，事業者が減車に係る事業計画を変更しようとするときはあらかじ

め届出をしなければならないところ，当該届出に従って減車を実施する

時期が翌月になったことによるものである。）。 

このように，前記(ｲ)ａに述べたとおり，西多摩交通圏の全体におけ

るタクシーの輸送需要が減少傾向にあるところ，このような状況下でタ

クシーの増車を認めれば，西多摩交通圏の全体における輸送需要が増加

していないにもかかわらず単にタクシーの供給を増やすだけとなり，タ

クシーの供給過剰に拍車をかける結果となることは明らかである。 

(ｴ) 原告の主張には具体的な根拠がないこと 

原告は，Ａと比較し，運行台数及び運行時間帯が１．５倍になること，

年中無休で本社営業所において予約を受けること，タクシーを待機させ

る場所を固定させないこと等フレキシブルにサービスを提供することに

より，本件一般車両増車申請の内容どおりに増車が認められた場合には，

原告の平成２５年度におけるタクシー事業の売上高が平成２３年度に比

して全体として３４２０万円（原告における全体の売上高が約１６％増

加）する旨主張する。 

しかしながら，原告がいかなるサービスを提供することによってＡを

上回る運送収入を得られるのか，γ町からいかなる助成を得られ，その

助成がいかにして新規需要の開拓につながるのかなどについて，具体的

に明らかにされていない。また，増車申請が認められた場合に原告の売

上高がなぜ１６％も増加するのか，原告の増車によってγ町におけるタ
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クシー輸送需要がどの程度増加するものと見込んでいるのか，その増車

分の運送収入が西多摩交通圏で新たに発生する輸送需要によるものであ

るか等，原告からはその数値等の客観性，妥当性を明らかにする具体的

な資料も何ら提出されていない。また，前記(ｲ)ｂに述べたとおり，Ａ

Ｅ営業所におけるタクシーの運送収入は減少傾向にある（平成２１年度

が約１５５８万円，平成２２年度が約１２３６万円，平成２３年度が約

１２５２万円）ことを踏まえると，原告の収支計画にあるように，運送

収入が平成２３年度と比して約３４２０万円（従前のＡによるγ町にお

ける平成２３年度の運送収入の約３倍に当たる。）増加することは考え

難いというべきである。 

ウ γ町から依頼があることが本件一般車両増車申請が措置一般車両認可基

準に適合することを裏付けるものとはいえないこと 

本件一般車両増車申請において指摘されているγ町からの依頼の内容に

ついては不明であるところ，同町の平成２４年１２月２１日付け要望書

（甲４）によれば，同町が求めているのは同町へのタクシーの供給である

にとどまるから，これをもってタクシーの増車が必要なものであると認め

ることはできない。 

エ 本件却下処分が特措法３条，６条及び７条に違反しないこと 

原告は，被告が，特措法を利用し，適正化の名の下に特別区とγ町とを

同一視してタクシーの規制や取締りを強化し，理由不明の官製減車政策に

つなげようとしているとして，本件却下処分が同法３条，６条及び７条に

違反する旨主張する。 

しかしながら，特定地域の指定は，前提事実(4)イのとおり，措置実施

通達Ⅰ１が定める指定基準に沿って実施され，また，西多摩交通圏につい

ては，前記(2)のとおり，上記指定基準に準拠し，平成１３年度と平成２

０年度及び平成２３年度の輸送実績を比較対照して特定地域に指定したも
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のであって，その指定は合理性を有するというべきであるから，原告の主

張は理由がない。 

オ 東京運輸支局長が平成１９年６月２１日に原告に対してした事業計画の

認可処分が原告の一般車両タクシーの増車を認めたものとはいえないこと 

原告は，平成１９年５月１８日，東京運輸支局長に対し，一般乗用旅客

自動車運送事業事業計画変更認可申請書（甲１０の１）及び本社営業所配

置図兼自動車車庫求積平面図（甲１０の２）を提出し，同支局長が同年６

月２１日にこれを認可したところ，この認可は，形式的には，タクシーの

車庫を１６両分から２４両分に増加させようとするものであるが，実質的

には２４両までの増車の認可を受けているものと同視することができる旨

主張する。 

しかしながら，事業者が保有する事業用自動車の数に変更がなくとも，

事業者の経営上の理由等から自動車車庫の位置及び収容能力を変更する必

要が生ずることは当然あり得るのであって，自動車車庫の位置及び収容能

力と事業用自動車の数とは直結する事項ではないため，自動車車庫の位置

及び収容能力の変更と，営業所ごとに配置する事業用自動車の数の変更は，

それぞれ別個の変更事項であり（道路運送法施行規則４条８項３号，４号

参照），それぞれについて，道路運送法上の認可を受け又は届出をしなけ

ればならない。そして，本件においてみれば，原告が提出した一般乗用旅

客自動車運送事業事業計画変更認可申請書（甲１０の１）によってされた

申請は，飽くまで自動車車庫の位置及び収容能力の変更の認可を求めるも

のであって，事業用自動車の数自体の変更に係る申請ではなく，同申請と

本件一般車両増車申請とは，それぞれ別個の事項に係る変更認可を求める

申請であるから，自動車車庫の位置及び収容能力に係る変更申請が認可さ

れたからといって，その後にされる事業用自動車の増車申請まで認可され

るとは限らない。 
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したがって，東京運輸支局長が同日にした事業計画の認可処分は，原告

の一般車両タクシーの増車を認めたものでなく，飽くまで自動車車庫の位

置及び収容能力の変更を認めたものにすぎないのであるから，自動車車庫

の位置及び収容能力の変更申請が認可されたことをもって，本件一般車両

増車申請も認可されるべきとする原告の主張は，失当である。 

(4) 本件条件付認可処分に係る東京運輸支局長の裁量権の範囲からの逸脱又

は濫用の有無（争点３－２） 

（原告の主張の要点） 

次のような事情に照らすと，本件条件付認可処分は，憲法１３条，１４条，

２２条，２５条，２７条及び４１条に反するものである。 

ア 原告は，タクシー事業（道路運送法３条１号ハ）の許可を受けた事業者

であり，本件福祉車両増車申請は，当該許可に係る事業を前提とした車両

数変更という認可事項であるところ，東京運輸支局長は，本件条件付認可

処分において，タクシー事業に劣後する別個の許可事業である特定旅客自

動車運送事業（同条２号）を上回る厳格な制限を条件として付しており，

本件一般車両増車申請と同一の法令に基づく審査によってその判断がされ

るべきであるにもかかわらず，それがされていない。 

イ 原告以外の西多摩交通圏のタクシー事業者（６社）は，ＵＤタクシーを

保有しておらず，原告がＵＤタクシーを運行する新規の許可を取得してか

ら９年間にわたり東京運輸支局に提出している輸送実績報告書に照らし，

原告が，バリアフリー法１条及び７条に従って，バリアフリーを通じたノ

ーマライゼーションを目指した採算度外視の企業の社会的責任によりこれ

を実現しようとする事業活動を行おうとしているにもかかわらず， いき

なり異常な条件を付して無理難題を課すことは，同法４条に反し，道路運

送法８６条２項にいう必要最小限の条件ともいえない。 

ウ 被告は，処分にいかなる条件を付すかについても裁量が認められている
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旨主張するとともに，道路運送法８６条１項を盾に，本件条件付認可処分

のうち条件を付した部分のみ取り消された場合には，ＵＤタクシーが一般

車両タクシーとして使用される事態を引き起こしかねず，一般車両と福祉

車両を区分してきた趣旨を損なわれかねないとし，同条２項も比例原則に

基づく確認的規定である旨主張する。 

しかしながら，同項は，公衆の利益の増進や認可事項の確実な実施のた

め必要最小限度の条件を付すことを認めているにすぎず，被告が上記に指

摘する事態の防止や趣旨の満足のために条件を付すことを認めているもの

ではない。一般車両タクシーに係るタクシー事業を営む者がＵＤタクシー

を標準化，当然化することが迅速な交通バリアフリーの実現につながると

ころ，そのためには，ＵＤタクシーを日常的に一般車両タクシーと同様に

運行しなければＵＤタクシーを事業として導入，維持することができない

実情があるから，これを一般車両と福祉車両を区分してきた趣旨という偏

った考え方により妨げることには，法的にも社会的にも全く何の価値もな

い。被告は，平成１２年改正により需給調整規制が廃止された後において

も，リフト付タクシー等特殊なサービスに係る事業については，事業の特

性を踏まえて業務の範囲を当該事業に限定する旨の条件を付すこととする

旨を定めた通達等（「一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タク

シー事業を除く。）の申請に対する処理方針」（平成１３年８月２９日付け

国自旅第７２号国土交通省自動車交通局長通達。乙２６）及び「一般乗用

旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシー事業を除く。）の許可申請

の審査基準について」（同年１１月２２日付け関東運輸局長公示。乙２７））

がある旨指摘するが，これらは，バリアフリー法３条に基づいて策定され

た「移動等円滑化の促進に関する基本方針」（平成１８年国家公安委員会，

総務省，国土交通省告示第１号）四１(1)及び(2)並びに同法４条により，

ＵＤタクシー等の現実化，標準化を図る責務を負うはずの被告が，これに
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反する的外れな条件を付すものであって，明らかに裁量権の範囲から逸脱

し，又はこれを濫用するものである。 

エ 原告は，平成１９年５月１８日，東京運輸支局長に対し，一般乗用旅

客自動車運送事業事業計画変更認可申請書（甲１０の１）及び本社営業所

配置図兼自動車車庫求積平面図（甲１０の２）を提出し，同支局長が同年

６月２１日にこれを認可したところ，この認可は，形式的には，タクシー

の車庫を１６両分から２４両分に増加させようとするものであるが，原告

が，当該認可後は，届出により随時増車することができたことに鑑みると，

特措法施行前の同日以降，実質的には２４両までの増車の認可を受けてい

るものと同視することができる。特措法は，道路運送法に基づく認可を求

めており，他に原告の申請（本件福祉車両増車申請）を拒む正当な理由は

ないから，従前と同じ結果が出ることが自然である。 

（被告の主張の要点） 

次のアないしエのような事情に照らすと，本件条件付認可処分について，

東京運輸支局長の裁量権の範囲からの逸脱又は濫用があるとはいえず，憲法

１３条，１４条，２２条，２５条，２７条及び４１条に反するものともいえ

ない。 

ア 免許，認可等は，免許や認可等を受けた者に事業を経営する権利を設定

したり，事実上の利益を与えるものであるから，公益上その他の必要から，

免許，認可等の条件として一定の義務を課すことが許されなければならず，

その負担は，免許や認可等により受ける事実上の利益に対応して，ある程

度広い範囲で賦課することが許されなければならない（乙３９の１４０及

び１４１頁参照）が，負担を付し得るとしても，行政上の法の一般原則で

ある比例原則の趣旨からして，そこには一定の限界があるものというべき

である。 

道路運送法８６条１項にいう「条件」とは，負担，すなわち，法令に規
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定されている義務以外の義務を付加する附款のことをいうものと解される

（乙３９参照）ところ，福祉車両の増車申請に対し，国土交通大臣等が同

法６条の基準に適合するものと認め，これを認可するに当たり，同法８６

条１項の規定（「条件又は期限を付し，及びこれを変更することができ

る。」）に基づいていかなる条件を付すかについては，同条２項が，「前項

（同条１項）の条件又は期限は，公衆の利益を増進し，又は免許，許可，

登録もしくは認可に係る事項の確実な実施を図るため必要な最小限度のも

のに限り，かつ，当該道路運送事業者（中略）又は自家用有償旅客運送者

に不当な義務を課すこととならないものでなければならない。」と規定し

ていることから明らかなとおり，国土交通大臣等の裁量が認められている

ことから，その判断の適否に対する司法審査の在り方についても，国土交

通大臣等の第一次的な裁量判断が存在することを前提として，同判断が裁

量権を付与した目的を逸脱し，又はこれを濫用したと認められるかどうか

を判断すべきである。 

イ 前提事実(6)アのとおり，平成１２年改正前から，リフト付タクシー等

特殊なサービスに係る新規参入及び増車申請については，その内容に応じ，

需給調整規制の適用に当たり，それぞれの特性を踏まえて判断することと

して，地域の実情を踏まえ弾力的に取り扱うこととされ，平成１２年改正

後においても，リフト付タクシー等特殊なサービスに係る事業の新規参入

については平成１２年改正前と同様に，事業の特性を踏まえて業務の範囲

を当該事業に限定する旨の条件を付すこととされ（乙２６，２７），さら

に，その後，許可の対象となる輸送サービスの対象となる旅客及び使用車

両の範囲が拡大された（乙３０ないし３３）ものである。 

原告は，本件福祉車両増車申請において，福祉車両のうち車椅子・寝台

兼用車（ＵＤタクシー）１台の増車の認可を求めたところ，同申請が措置

実施公示Ⅲ３(3)に規定する福祉輸送自動車の取扱いに適合し，措置福祉
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車両認可基準に適合すると認められたため，東京運輸支局長は，上記の経

緯（前提事実(6)）を踏まえ，拡大された輸送サービスの対象となる旅客

及び使用車両等につき業務の範囲に係る条件として付すこととし，道路運

送法８６条１項に基づき，別紙２のとおりの条件を付して認可した（前提

事実(9)イ）。そして，本件条件付認可処分に付された条件（負担）は，福

祉輸送サービス事業を行うに当たって，同サービスを利用することが想定

される旅客を網羅し，同事業を行うに当たって通常使用することが想定さ

れ得る車両を網羅しているほか，福祉輸送サービス事業の業務に携わる乗

務員を福祉に係る一定の資格を有する者に限定することは，事業の性質に

照らせば必要かつ合理的なことであるから，同処分に付された条件は，必

要最小限度のものであり，かつ，原告に不当な義務を課すものでもないこ

とは明らかである。また，仮に，本件条件付認可処分のうち条件を付した

部分のみが取り消された場合には，リフト付タクシー等特殊なサービスに

係るタクシー事業に限定して増車を認可した車両が一般車両タクシーとし

て使用されるという事態を引き起こしかねず，一般車両と福祉車両を区分

してきた趣旨が損なわれかねないのであるから，かかる観点からしても，

本件条件付認可処分に何ら不合理な点はない。 

以上によれば，本件条件付認可処分において条件を付した東京運輸支局

長の判断が裁量権の範囲から逸脱し又はこれを濫用したものとは認められ

ないから，本件条件付認可処分は適法である。 

ウ 原告は，被告が，バリアフリー法１条及び７条に従って事業活動を行お

うとしている原告に対し，いきなり異常な条件を付して無理難題を課すこ

とは，同法４条に違反し，道路運送法８６条２項にいう必要最小限の条件

ともいえない旨主張する。 

しかしながら，本件条件付認可処分は，前記イに述べたとおり，福祉車

両の増車に係る事業計画の変更につき，その事業計画の確実な実施を図る
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ため，同条に基づき，必要最小限度の条件を付して本件福祉車両増車申請

を認可したものであって，原告に不当な義務を課すものではないから適法

であり，バリアフリー法４条に違反するともいえないから，原告の主張は

理由がない。 

エ 原告は，平成１９年５月１８日，東京運輸支局長に対し，一般乗用旅客

自動車運送事業事業計画変更認可申請書（甲１０の１）及び本社営業所配

置図兼自動車車庫求積平面図（甲１０の２）を提出し，同支局長が同年６

月２１日にこれを認可したところ，この認可は，形式的には，タクシーの

車庫を１６両分から２４両分に増加させようとするものであるが，実質的

には２４両までの増車の認可を受けているものと同視することができる旨

主張する。 

しかしながら，事業者が保有する事業用自動車の数に変更がなくとも，

事業者の経営上の理由等から自動車車庫の位置及び収容能力を変更する必

要が生ずることは当然あり得るのであって，自動車車庫の位置及び収容能

力と事業用自動車の数とは直結する事項ではないため，自動車車庫の位置

及び収容能力の変更と，営業所ごとに配置する事業用自動車の数の変更は，

それぞれ別個の変更事項であり（道路運送法施行規則４条８項３号，４号）

それぞれについて，道路運送法上の認可を受け又は届出をしなければなら

ない。そして，本件においてみれば，原告が提出した一般乗用旅客自動車

運送事業事業計画変更認可申請書（甲１０の１）によってされた申請は，

飽くまで自動車車庫の位置及び収容能力の変更の認可を求めるものであっ

て，事業用自動車の数自体の変更に係る申請ではなく，同申請と本件福祉

車両増車申請とは，それぞれ別個の事項に係る変更認可を求める申請であ

るから，自動車車庫の位置及び収容能力に係る変更申請が認可されたから

といって，その後にされる事業用自動車の増車申請まで認可されるとは限

らない。 
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したがって，東京運輸支局長が平成１９年６月２１日にした事業計画の

認可処分は，原告のＵＤタクシーの増車を認めたものでなく，飽くまで自

動車車庫の位置及び収容能力の変更を認めたものにすぎないのであるから，

自動車車庫の位置及び収容能力の変更申請が認可されたことをもって，本

件福祉車両増車申請も認可されるべきとする原告の主張は，失当である。 

(5) 信義則違反の有無（争点４） 

（原告の主張の要点） 

東京運輸支局長は，原告がタクシーを２４両まで増加させる意思や事業計

画を有していることを知っていただけではなく，これを認めていたからこそ，

原告も同支局長を信じてタクシーを１６両から２０両に増車し，利用者の利

便性の向上や雇用の創出はもとより同業他社や自治体との協調その他の実績

を挙げ，次なる４両も既に購入して増車の準備をしていたから，上記のよう

な原告の信頼に反して同支局長がした本件却下処分及び本件条件付認可処分

は，信義則に反する違法があるというべきである。 

（被告の主張の要点） 

原告の主張は争う。 

(6) 本件却下処分が無効であるといえるか否か（争点５） 

（原告の主張の要点） 

原告は，本件一般車両増車申請に際し，申請書及び添付書類を提出し，そ

の後東京運輸支局長の求めに応じた補正をしてこれを完了させており，形式

上の不備はなかった。しかしながら，東京運輸支局長は，行政手続法７条に

基づき必要に応じて原告に補正を求めるか申請を拒否しなければならないと

ころ，形式不備である却下処分をしたものである。 

（被告の主張の要点） 

行政処分が無効であるというためには，当該処分に「重大かつ明白な瑕疵」

が存在しなければならず（最高裁昭和２５年（オ）第２０６号同３１年７月
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１８日大法廷判決・民集１０巻７号８９０頁），その瑕疵が明白であるか否

かは，処分の外形上，客観的に瑕疵が一見して看取し得るか否かにより決せ

られるべきものである（最高裁昭和４１年（行ツ）第５１号同４４年２月６

日第一小法廷判決・裁判集民事９４号２３３頁参照）。そして，「重大かつ明

白な瑕疵」の存在に係る主張立証責任が原告にあることは多言を要しないと

ころである（最高裁昭和４０年（行ツ）第４５号同４２年４月７日第二小法

廷判決・民集２１巻３号５２７頁）。 

本件却下処分については，実体要件，手続要件ともに，外形上，客観的に

一見して看取することができる瑕疵があったとは到底いえないから，この点

からしても原告の主張は理由がない。なお，原告は，本件却下処分が，形式

不備を理由にされたものである旨主張するが，本件却下処分は，収支計画要

件に適合しないことを理由としてされたもの（前記(3)参照）であり，形式

的不備を理由としてされたものではない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 特定地域におけるタクシーの増車に関する事業計画の変更の認可に関して国

土交通大臣等が有する裁量等 

道路運送法は，道路運送事業の運営を適正かつ合理的なものとし，並びに

道路運送の分野における利用者の需要の多様化及び高度化に的確に対応した

サービスの円滑かつ確実な提供を促進することにより，輸送の安全を確保し，

道路運送の利用者の利益の保護及びその利便の増進を図るとともに，道路運

送の総合的な発達を図り，もって公共の福祉を増進することを目的（同法１

条）とし，特措法は，特定地域における道路運送法の特例について定めるこ

と等により，特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活

性化を推進し，もって地域における交通の健全な発達に寄与することを目的

（同法１条）としている。 

その上で，同法３条１項は，特定の地域における一般乗用旅客自動車運送



 47 

事業の供給過剰（供給輸送力が輸送需要量に対し過剰であること）の状況

（同項１号），事業用自動車１台当たりの収入の状況（同項２号），法令の違

反その他の不適正な運営の状況（同項３号）及び事業用自動車の運行による

事故の発生の状況（同項４号）に照らして，当該地域の輸送需要に的確に対

応することにより，輸送の安全及び利用者の利便を確保し，その地域公共交

通としての機能を十分に発揮できるようにするため，当該地域の関係者の自

主的な取組を中心として一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化を

推進することが特に必要であると認めるときは，当該特定の地域を特定地域

として指定することができるものとし，同法１５条１項は，一般乗用旅客自

動車運送事業者が特定地域内の営業所に配置するその事業用自動車の合計数

を増加させる事業計画の変更については，道路運送法１５条３項の規定を適

用せず，同条１項の規定に基づく国土交通大臣の認可を受けなければならな

いものとする特例を定めている。 

また，同条２項の規定により同条１項の国土交通大臣の認可について準用

される同法６条の規定は，一般旅客自動車運送事業の許可をする際にそれに

適合するかどうかを審査すべき基準として，当該事業の計画が輸送の安全を

確保するため適切なものであること（同条１号），同号に掲げるもののほか，

当該事業の遂行上適切な計画を有するものであること（同条２号）及び当該

事業を自ら適確に遂行するに足る能力を有するものであること（同条３号）

を掲げているところ，上記の定めに用いられている文言が抽象的かつ概括的

なものであることに加え，特定地域におけるタクシーの増車に関する事業計

画の変更の認可の申請に係る許否の判断に際しては，同法に基づく一般的な

許可又は認可の許否の判断に際してと同様，当該申請者，当該特定地域を営

業区域とする他のタクシー事業者等の多元的な諸利益に加えて輸送の安全や

利用者の利益の保護等の公益にも配慮した検討を要するといえることからす

ると，特措法１５条１項及び２項並びに道路運送法６条は，上記の申請に係
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る許否の判断及びその前提となる特定地域におけるタクシーの増車に関する

事業計画の変更の認可の申請等につき認可するか否かに係る審査の基準をど

のように定めるかということについて，当該地域の道路運送行政に精通し，

専門的かつ技術的な知識及び経験を有する国土交通大臣等の政策的かつ裁量

的な判断に委ねているものと解するのが相当である。 

もっとも，①判断の基礎とされた重要な事実に誤認があること等により重

要な事実の基礎を欠くこととなる場合又は②事実に対する評価が明らかに合

理性を欠くこと，判断の過程において考慮すべき事情を考慮しないこと等に

よりその内容が社会通念に照らし著しく妥当性を欠くものと認められる場合

には，特定地域におけるタクシーの増車に関する事業計画の変更の認可の申

請に係る許否の判断及びその前提として定められた上記のような申請等につ

き認可するか否かに係る審査の基準が，国土交通大臣等が有する裁量権の範

囲から逸脱し，又はこれを濫用したものとして違法となるというべきである。 

２ 措置一般車両認可基準及びそれに含まれる収支計画要件の各適法性（争点１）

について 

(1) 措置一般車両認可基準について 

措置一般車両認可基準は，特定地域における一般車両タクシーの増車に関

する事業計画の変更の認可の申請等につき認可するか否かについての審査の

基準を定めたものであるところ，①前提事実(3)アに述べたとおり，特措法

の制定の基礎とされた本件答申において，タクシーの供給過剰は，タクシー

事業の収益基盤の悪化，タクシーの運転者の労働条件の悪化等のタクシーを

めぐる様々な問題の背景に存在する根本的な問題であるとして，タクシーの

供給過剰が進行している地域においては，地域における公共交通機関として

のタクシーの機能の維持・活性化の観点からの総合的な取組が必要である旨

の認識を前提とし，そのような地域における具体的な対応として，そのよう

な地域を特定地域として指定する制度を創設するとともに，(a)タクシーの
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運転者の労働条件の悪化の防止のため，事業者への監査や新規の参入及び増

車における審査において，タクシーの運転者の労働条件の悪化を招かないよ

う他の地域よりもチェックを厳格化する必要があること，(b)違法又は不適

切な事業運営の排除のため，新規の参入及び増車における審査も厳格化する

必要があること，(c)供給の増加，すなわち新規の参入や増車を必要な限度

でかつ有効に抑制する必要があるため，新規の参入及び増車について，他の

地域に比べ，許可等の基準及び要件並びにそれらの審査を厳格化する必要が

あることを内容とする提言がされたこと，②前提事実(3)ウに述べたとおり，

特措法（政府案）の国会における審議に際し，衆議院及び参議院の各国土交

通委員会において，特定地域においては，新規参入や増車が需要増を喚起す

ると明らかに見込める場合を除き，原則としてこれらを認めないこと等をそ

の内容に含む特措法（政府案）に対する附帯決議がされていること，③前提

事実(3)ウに述べたとおり，特措法の施行に当たり定められた本件基本方針

においても，「新規の事業許可及び事業用自動車の数を増加させる事業計画

の変更認可については，特定地域における安易な供給拡大を抑制するよう，

これらの許認可処分について処分基準を厳格化するとともに，審査に当たっ

ては現地確認を徹底するなど審査の厳格化を図るものとする。」と定められ

ていること等，特措法が成立するまでの議論の経緯や本件基本方針の定めを

踏まえれば，安易なタクシーの供給拡大を抑制することを目的とする審査基

準を定めること自体は，国土交通大臣等が有する裁量権の範囲から逸脱し，

又はこれを濫用したものとまではいい難いものと認めるのが相当である。 

その上で，特措法３条１項及び１５条１項の各規定の定めからも明らかな

とおり，同法は，特定地域においては，タクシーの供給過剰により輸送の安

全の確保や利用者の利益の保護等に弊害が生じる事態を避けるため，タクシ

ーの供給過剰に対する対策を講じることを許容しているものということがで

き，さらに，上記③のとおり，本件基本方針においても，特定地域において
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は安易なタクシーの供給拡大は抑制されるべきである旨が定められているこ

とからすると，道路運送法６条各号の定めるところを具体化する基準である

措置一般車両認可基準において，安易なタクシーの供給拡大を抑制するため

の基準を設けること自体は，国土交通大臣等が有する裁量権の範囲から逸脱

し，又はこれを濫用したものとまではいい難いものと認めるのが相当である。 

(2) 収支計画要件について 

ア 既に述べたように特措法１５条１項及び道路運送法１５条の規定により

特定地域におけるタクシーの増車に関する事業計画の変更の認可の申請に

ついての審査につき準用される同法６条１号の規定は，輸送の安全を確保

するため事業計画の内容が適切であることを求め，同条２号の規定は，同

条１号に掲げるもの以外の観点から事業計画の内容が適切であることを求

めるものであるが，同条２号の規定の文言が抽象的かつ概括的であること

からすると，同号は，同条１号に掲げるもの以外の一般乗用旅客自動車運

送事業の遂行上の計画の適切性に関するものとして，国土交通大臣等が政

策的に必要と認めるものを認可の基準とすることを許容しているものと解

するのが相当である。 

もっとも，同法は，平成１２年改正により，需給調整規制を採用しない

こととし，平成１２年改正後の同法には，緊急調整措置（同法８条）の規

定以外には，増車に関する事業計画の変更を直接的に規制する規定は設け

られておらず，特措法が成立した後で本件却下処分がされるまでの間にも

これは変更されていないから，本件却下処分がされた当時の特措法の規定

について，政府が特定地域において一律にタクシーの増車を禁止すること

を許容するものであると解することはできないというべきである。 

イ その上で，措置一般車両認可基準中の収支計画要件は，提出された収支

計画上の増車車両分の営業収入が，申請する営業区域で当該増車を実施し

た後に新たに発生する輸送需要によるものであることが明らかであること
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を必要としているところ，これは，当該特定地域内で輸送需要が新たに発

生することが見込まれない場合には，当該特定地域における増車に関する

事業計画の変更の認可の申請を拒否することになるものであるから，当該

特定地域における増車に関する事業計画の変更の認可の申請に係る許否の

判断は，当該地域内の既存の輸送需要と増車に係る新たな供給とを調整し

た上で行われることになることを意味するものである。 

もっとも，前記(1)に述べたとおり，特措法は，特定地域におけるタク

シーの供給過剰に対する対策を講ずることを許容していると解されること

に照らすと，その方法として，一定の範囲で供給自体を抑制する手段を講

じることも許容していると解される上，既にタクシーにつき供給過剰の状

況にある特定地域における増車に関する事業計画の変更を認可するために

は当該特定地域において従前には存在しない新規の輸送需要が生ずる見込

みがあることを認可の基準として定めることが，安易なタクシーの供給拡

大を抑制するという観点からみて明らかに不合理なものであるとまではい

えないことも併せ考慮すると，そのような観点にかなうものとして前提事

実(5)イのような内容の収支計画要件を定めることについては，一定の合

理性があるものとして，同法上許容されているものと解するのが相当であ

る。 

(3) まとめ 

以上によれば，措置一般車両認可基準及び同基準の中における収支計画要

件につき，それぞれ前提事実(5)イに述べたような内容のものとして定める

ことについては，これが国土交通大臣等が有する裁量権の範囲から逸脱し，

又はこれを濫用したものとまではいい難いものと認めるのが相当である。 

以上に反する原告の主張は，全て採用することができない。 

３ 関東運輸局長がγ町が西多摩交通圏に含まれるものとして営業区域を定めた

こと及びこれを前提として国土交通大臣が西多摩交通圏を特定地域として指
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定したことの適否（争点２）について 

(1) 措置実施通達Ⅰ１の適法性 

特措法３条１項の規定の内容は，別紙３の第２の２のとおりであり，措置

実施通達Ⅰ１は，前提事実(4)イに述べたとおりの内容の基準に適合するも

のを特定地域として指定するものとしているところ，これらの定めの内容を

前提とすると，措置実施通達Ⅰ１の(1)①は同項１号及び２号に，同②は同

項４号に，同③は同項３号にそれぞれ対応して，同項各号の定めを具体化し

た基準であることが認められる。 

同項は，特定地域の指定に係る参照すべき事情を含めてその要件を定めて

いるものの，別紙３の第２の２のとおり，その文言は抽象的かつ概括的なも

のであるから，前記１において述べたのと同様に，特定地域の指定の基準に

係る措置実施通達Ⅰ１の策定についても，その内容をどのように定めるかに

ついては，当該地域の道路運送行政に精通し，専門的かつ技術的な知識及び

経験を有する国土交通大臣等の政策的かつ裁量的な判断に委ねられているも

のと解するのが相当であるところ，上記のとおり，措置実施通達Ⅰ１の(1)

①ないし③は，同項各号に該当する具体的な事情を基準として掲げたもので

ある（なお，同①の基準は，日車キロ又は日車営収を平成１３年度のそれら

と比較して減少しているかどうかを内容とするものであるところ，同年度は，

平成１２年改正前の道路運送法６条１項の規定により需給調整規制が行われ

ており，同時点においてはタクシーにつき供給過剰の状況にはなかったもの

と認められるから，同年度の状況を基礎として，これと当該営業区域の直近

年度の輸送の実績を比較してタクシーにつき供給過剰の状況にあるか否かを

判断することには一定の合理性があるものと認めるのが相当である。）から，

このような内容の基準を定めることをもって，国土交通大臣等の有する裁量

権の範囲から逸脱し，又はこれを濫用したものとはいい難いものと認めるの

が相当である。 
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(2) 西多摩交通圏を１つの交通圏とすることの適否 

ア 営業区域を定めるについての地方運輸局長の裁量等 

道路運送法５条１項３号は，同法４条の一般旅客自動車運送事業の許可

の申請をする際に申請書に記載しなければならない事項の１つとして，営

業所の位置を含む一定の合理的な地理的範囲である「営業区域」（道路運

送法施行規則５条は，輸送の安全，旅客の利便等を勘案して，地方運輸局

長が定める区域を単位とする旨を定めている。）を含む事業計画を挙げ，

上記の事業計画は，上記の許可又はその変更の認可の許否の審査の基礎と

され（同法６条，１５条），かつ，同法２０条は，一般旅客自動車運送事

業者が発地及び着地のいずれもがその営業区域外に存する旅客の運送（路

線を定めて行うものを除く。）をすることを禁止しているところ，同法は，

これらの規制により，適正な事業の遂行の担保を図るとともに，実効ある

運行管理による輸送の安全及び運転者の地理的知識の担保による利用者の

利便等を確保しようとしているものと解される。そして，同法５条がいか

なる区域を営業区域とするかについて具体的に定めず，同規則５条も，地

方運輸局長が定める区域を単位とする旨を定めるにとどまっていることに

照らすと，同法及び同規則は，いかなる区域を単位として営業区域と定め

るかについては，地方運輸局長の政策的かつ裁量的な判断に委ねているも

のと解するのが相当である。 

イ 西多摩交通圏を構成する各市町村を一体として扱うことの適否 

証拠（乙４６ないし５０，５２）によれば，西多摩交通圏を構成する各

市町村の区域については，①西多摩交通圏を構成する各市町村の区域は，

いずれも，遅くとも明治１７年当時の西多摩郡を構成する自治体であった

こと，②西多摩交通圏を構成する各市町村が，昭和５８年７月１日，地方

自治法２５２条の２の規定（平成１１年法律第８７号による改正前のもの）

に基づき，西多摩地域広域行政圏協議会を設立し，消費生活相談等の広域
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連携，公共施設の広域利用，広域行政圏体育大会の実施等の住民の福祉の

増進や効果的な行政サービスの展開に努めてきたこと，③東京都知事は，

昭和５８年１２月１日，西多摩交通圏を構成する各市町村をもっていわゆ

る大都市周辺地域広域市行政圏（当時）である西多摩地域広域行政圏の設

定をしたこと，④東京都は，医療法３０条の４第２項１０号の地域的単位

としての区域（いわゆる二次医療圏）として，西多摩交通圏を構成する各

市町村をもって西多摩保健医療圏と設定していること及び⑤Ｄがいわゆる

産業観光について紹介するホームページにおいて，西多摩交通圏を構成す

る各市町村をもって「西多摩エリア」という１つのエリアを構成するもの

として取り扱われていることがそれぞれ認められるところ，これらの事情

のほか，上記の地域におけるいわゆる交通網の状況（乙４８）を前提とす

れば，γ町を含む西多摩交通圏を構成する各市町村の区域が地理的，沿革

的，行政的及び社会・経済的に１つの単位の区域として一般に認識され，

上記の各市町村自身もそのような認識を前提として行動してきたものと認

めるのが相当であるから，関東運輸局長が，γ町を含む西多摩交通圏を構

成する各市町村の区域が上記のように１つの単位の区域であることを前提

として，これらの区域をもって１つの単位の営業区域とするものと定めた

としても，そのことが関東運輸局長の有する裁量権の範囲から逸脱し，又

はそれを濫用したものであるとまではいい難いものと認めるのが相当であ

る。これに反する原告の主張は採用することができない。 

(3) 西多摩交通圏を特定地域として指定したことの適否 

措置実施通達Ⅰ１の内容は，前提事実(4)イのとおりであり，これが適法

なものであることは前記(1)に述べたとおりであるところ，西多摩交通圏に

おける平成１３年度，平成２０年度及び平成２３年度の各輸送の実績は，前

提事実(7)アのとおりであるから，西多摩交通圏における平成２０年度及び

平成２３年度の各日車実車キロ及び日車営収は，いずれも，平成１３年度の
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それらの値を下回っているのであり，措置実施通達Ⅰ１のうち(1)①にいう

「人口１０万人以上の都市を含む営業区域であって，日車実車キロ又は日車

営収が，平成１３年度と比較して減少していること」という基準に該当する

ことが認められる。 

したがって，国土交通大臣が，γ町を含む西多摩交通圏を特定地域に指定

したことは適法であるというべきである。これに反する原告の主張は採用す

ることができない。 

４ 本件却下処分に係る東京運輸支局長の裁量権の範囲からの逸脱又は濫用の有

無（争点３－１）について 

(1) 東京運輸支局長がタクシーの増車に関する事業計画の変更の認可の申請

につき収支計画要件に適合しているか否かを判断する際に裁量を有するか

否かについて 

前記１のとおり，国土交通大臣等は，特定地域におけるタクシーの増車に

関する事業計画の変更の認可の申請に係る許否の判断について裁量権を有し

ているところ，国土交通大臣等が，その判断のための審査の基準を定めた場

合においては，原則として当該基準の定めるところに従って判断すべきこと

となるものと解するとしても，当該基準への当てはめが専門的かつ技術的な

考慮を要するものであるときには，その基準への適合性の有無の判断につい

ても裁量権を有しているものと解するのが相当である。そして，措置一般車

両認可基準のうち収支計画要件については，これに適合するか否かの認定判

断をするに当たっては，新規の輸送需要という将来生ずる事象の予測を伴い，

その予測については国土交通大臣等の専門的かつ技術的な知識及び経験に基

づく判断が必要となると認められることからすると，その判断についても，

国土交通大臣等に裁量権があるものと認めるのが相当である。 

(2) 本件却下処分について 

前提事実及び後掲の証拠によれば，①(a)原告を含む西多摩交通圏のタク
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シー事業者に係る月次の輸送の実績が記載された平成２３年４月から平成２

４年７月までの輸送実績表（原告が同年１０月２日に東京運輸支局長に提出

したもの。前提事実(8)イ）において，平成２３年４月から平成２４年３月

までの各輸送実績表には，ＡＥ営業所の輸送の実績が記載されている一方で，

同年４月から同年７月までの各輸送実績表には，同営業所の輸送の実績が記

載されていないこと（乙１の３），(b)原告が同年１１月８日に東京運輸支局

長に対して本件一般車両増車申請に係る再度の補正をした際に提出した文書

の中に，「当社（原告）が同社（Ａ）とは真逆に小回りをきかせフレキシブ

ルにサービスを提供して事業後継した場合」との記載があること（前提事実

(8)ウ），(c)原告代表者の陳述書（甲８）に，原告が本件一般車両増車申請

をするきっかけとなったのは，平成２３年４月以降，γ町に所在する人から

の電話による運送の申込みを受けることが急増したことからＡが撤退したこ

とを知ったことにあった旨が記載されていることがそれぞれ認められるとこ

ろ，これらに照らすと，本件一般車両増車申請において変更後の事業計画の

基礎とされた輸送需要は，同年３月にＡが廃止した同社のＥ営業所の従前の

輸送の実績を原告が代替することを前提としたものであることがうかがわれ

ること，②前提事実(7)アのとおり，西多摩交通圏における平成２０年度及

び平成２３年度の各輸送の実績はいずれも平成１３年度のそれを下回ってい

ること，③ＡＥ営業所の輸送の実績（輸送回数及び輸送人員）が平成２１年

度から平成２３年度にかけて年々減少し，同営業所の運送収入も平成２１年

度（１５５７万６０００円）に比べて平成２３年度（１２５２万２０００円）

は減少していること（乙５４），④γ町における総人口は，昭和３０年から

平成２２年まで一貫して減少している（乙５５）上，Ｂの○駅の１日当たり

平均の利用者数も，平成１２年度から平成２４年度まで一貫して減少してい

る（乙５６）こと，⑤西多摩交通圏においてタクシー事業を営む全事業者が

認可を受けたタクシーの車両数の合計が，平成２４年３月においては２１６
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台であり，同年４月においては２１５台であったこと（乙１の３，５３）の

各事実が認められる。 

以上の事実を前提とすれば，γ町及び同町を含む西多摩交通圏全体におい

ていずれもタクシーの輸送需要が減少傾向にあり，かつ，西多摩交通圏全体

における認可を受けたタクシーの車両数自体には，ＡＥ営業所の廃止の前後

においてほぼ変動がない状況である上，原告が本件一般車両増車申請に当た

って東京運輸支局長に対して提出した各文書（補正後のものも含む。乙１の

１・３・５）によっても，本件一般車両増車申請において申請された輸送需

要が，廃止されたＡＥ営業所の従前の輸送の実績を原告が代替することを前

提としたものであることがうかがわれるにとどまるから，本件一般車両増車

申請が措置一般車両認可基準のうちの収支計画要件に適合するものと認める

ことができないとした東京運輸支局長の判断が，社会通念に照らし著しく妥

当性を欠くものであったとまでいうことは困難というべきである。 

(3) 原告の主張に対する判断 

ア 原告は，γ町から各種の助成を受けられる可能性があることに加え，運

行台数及び運行時間帯がＡと比較して１．５倍になること，年中無休で原

告の本社営業所において予約を受けること，タクシーを待機させる場所を

固定させないこと等フレキシブルにサービスを提供することにより，原告

の平成２５年度のタクシー事業の売上高が平成２３年度のそれから３４２

０万円増加することが見込まれるとして，本件一般車両増車申請が措置一

般車両認可基準のうちの収支計画要件に適合していないとはいえない旨主

張する。 

しかしながら，原告が本件一般車両増車申請及びその補正のために東京

運輸支局長に対して提出した各文書（乙１の１・３・５）によっても，①

原告が上記に主張するようなフレキシブルなサービスを提供することによ

り原告の売上高が３４２０万円増加することや，その売上高の増加が西多
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摩交通圏において新たに発生する輸送需要によるものであることについて，

これを具体的に裏付ける根拠や事情が明らかにされていないこと，②原告

は，γ町から各種の助成を受けられる可能性がある旨を指摘するものの，

当該助成によりタクシーによる新規の輸送需要が生ずるのか否か，生ずる

としてどの程度生ずるのかということについて，これを具体的に裏付ける

根拠や事情が明らかにされていないことに加え，前記(2)に述べたとおり，

③γ町及び同町を含む西多摩交通圏全体において，いずれもタクシーによ

る輸送需要が減少傾向にあることや，④ＡＥ営業所の輸送の実績（輸送回

数及び輸送人員）が平成２１年度から平成２３年度にかけて年々減少し，

同営業所の運送収入も平成２１年度（１５５７万６０００円）に比べて平

成２３年度（１２５２万２０００円）は減少していることをも考慮すると，

原告の平成２５年度のタクシー事業の売上高が平成２３年度のそれから３

４２０万円増加することが見込まれるという原告の収支計画が具体的な根

拠や事情に裏付けられたものとはいい難いというべきである。 

したがって，原告が本件一般車両増車申請及びその補正のために東京運

輸支局長に対して提出した各文書（乙１の１・３・５）によっては，本件

一般車両増車申請が措置一般車両認可基準のうちの収支計画要件に適合し

ているとは認め難いから，原告の主張は採用することができない。 

イ 原告は，平成１９年６月２１日，東京運輸支局長が原告の保有するタク

シーの車庫の位置及び収容能力の変更（１６両分から２４両分に変更）に

係る事業計画の変更の認可をしたことをもって，実質的に２４両までタク

シーを増車することができる旨の事業計画の変更の認可を受けているもの

と同視することができる旨主張する。 

しかしながら，道路運送法施行規則上，営業所ごとに配置する事業用自

動車の数（同規則４条８項３号）と自動車車庫の位置及び収容能力（同項

４号）が，事業計画を成す別個の事項として定められ，それらを変更する
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に当たっては，特措法１５条１項及び道路運送法１５条１項の各規定に基

づき，それぞれ別個の認可を受ける必要があるものとされており，事業の

実態においても，両者は次元を異にする事柄であると考えられることに照

らすと，自動車車庫の位置及び収容能力の変更に係る事業計画の変更の認

可を受けたことをもって，直ちに実質的に事業用自動車の数の変更に係る

事業計画の変更の認可を受けたものと同視することはできないものという

べきである。そして，本件においては，他に，原告の保有するタクシーの

車庫の位置及び収容能力の変更に係る事業計画の変更の認可を原告が受け

たことをもって，本件一般車両増車申請について実質的にその内容に応じ

た事業計画の変更の認可を受けたことと同視することができることを認め

るに足りる証拠ないし事情等も格別見当たらない。 

したがって，原告の主張は採用することができない。 

(4) まとめ 

以上に述べたもののほか，本件却下処分が憲法，特措法３条，６条及び７

条並びにバリアフリー法に反する旨の原告の主張を含め，これまでに述べた

認定判断に反する原告の主張は，全て採用することができず，他に，東京運

輸支局長が，本件却下処分をするに当たり，その有する裁量権の範囲から逸

脱し，又はこれを濫用したことをうかがわせる証拠ないし事情等も見当たら

ない。 

したがって，本件却下処分は，適法であると認められる。 

５ 本件条件付認可処分に係る東京運輸支局長の裁量権の範囲からの逸脱又は濫

用の有無（争点３－２）について 

(1) 措置福祉車両認可基準の適法性 

前記１に述べたとおり，特定地域におけるタクシーの増車に関する事業計

画の変更の認可の申請に係る許否の判断及びその前提となる特定地域におけ

るタクシーの増車に関する事業計画の変更の認可の申請等につき認可するか
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否かに係る審査の基準をどのように定めるかということについては，当該地

域の道路運送行政に精通し，専門的かつ技術的な知識及び経験を有する国土

交通大臣等の政策的かつ裁量的な判断に委ねているものと解するのが相当で

ある。 

その上で，措置福祉車両認可基準は，特定地域における福祉車両であるタ

クシーの増車に関する事業計画の変更の認可の申請等につき認可するか否か

についての審査の基準を定めたものであるところ，一般車両と福祉車両との

間には，それぞれの車両の持つ基本的な特性，用途等に大きな差異があるこ

と等に照らすと，一般車両タクシーと福祉車両であるタクシーとを区別した

上で，別個に上記の審査の基準を定めることには一定の合理性があるものと

認められる。 

そして，後掲の各証拠によれば，①昭和６３年１２月の時点で，高齢化社

会の進行に伴い民間患者等輸送事業の需要が拡大すると見込まれていたこと

（乙２２），②国土交通大臣等は，平成１２年改正の後，患者等の輸送サー

ビスの対象となる旅客の範囲について，患者等に加え，(a)介護保険法７条

３項にいう要介護者，(b)同条４項にいう要支援者，(c)身体障害者福祉法４

条にいう身体障害者，(d)単独での移動が困難な者であって単独で公共交通

機関を利用することが困難なもの及び(e)消防機関又は消防機関と連携する

コールセンターを介して患者等の輸送サービスの提供を受ける患者並びにこ

れらの者の付添人にその範囲を拡大するとともに，同サービスに使用する車

両についても，寝台又は車椅子の設備を設けた自動車に加え，(あ)回転シー

ト，リフトアップシート等の乗降を容易にするための装置を設けた自動車及

び(い)介護福祉士，訪問介護員若しくは居宅介護従業者の資格を有する者又

は社団法人全国乗用自動車連合会等が実施するケア輸送サービス従事者研修

を修了した者が乗務する一般車両を追加する取扱いをすることとしたこと

（乙３０，３２，３３）がそれぞれ認められ，これらに加え，③特措法が成
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立するに至る経緯においてされた議論や本件基本方針においても福祉車両で

あるタクシーの供給拡大を抑制することを意図していたとはうかがわれない

ことにも照らすと，特定地域における福祉車両であるタクシーの増車に関す

る事業計画の変更の認可の申請に係る審査の基準として，措置一般車両認可

基準よりも緩和された内容による別の基準を定めること自体は，国土交通大

臣等が有する裁量権の範囲から逸脱し，又はこれを濫用したものとまではい

い難いものと認めるのが相当である。 

以上に反する原告の主張は，全て採用することができない。 

(2) 東京運輸支局長が福祉車両であるタクシーの増車に関する事業計画の変

更の認可の許否について判断する際に有する裁量等について 

前記１のとおり，国土交通大臣等は，特定地域におけるタクシーの増車に

関する事業計画の変更の認可の申請に係る許否の判断について裁量権を有し

ており，道路運送法８６条１項は，認可には条件又は期限を付し，又はこれ

を変更することができる旨を定めているところ，同条２項は，同条１項の

「条件又は期限は，公衆の利益を増進し，又は免許，許可，登録若しくは認

可に係る事項の確実な実施を図るため必要な最小限度のものに限り，かつ，

当該道路運送事業者（中略）又は自家用有償旅客運送者に不当な義務を課す

こととならないものでなければならない。」と定めており，同項の条件又は

期限の内容について，抽象的かつ概括的な文言を使用するにとどまり，その

具体的な基準等を定めているものではないことに照らすと，同項の条件若し

くは期限としてどのような内容のものを付すか，又はこれらをどのように変

更するかということについては，当該特定地域の道路運送行政に精通し，専

門的かつ技術的な知識及び経験を有する国土交通大臣等の政策的かつ裁量的

判断に委ねているものと解するのが相当である。 

(3) 本件条件付認可処分に付された条件の適法性 

本件条件付認可処分に付された条件は，別紙２のとおりであるところ，①
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前記２のとおり，一般車両タクシーについては，安易なタクシーの供給拡大

を抑制することを目的として措置一般車両認可基準が定められており，それ

を定めたこと及びその内容について，いずれも適法なものと認められること，

②上記①を前提として，前記(1)のとおり，福祉車両であるタクシーについ

ては，特定地域における福祉車両であるタクシーの増車に関する事業計画の

変更の認可の申請に係る審査の基準として，措置一般車両認可基準よりも緩

和された内容の措置福祉車両認可基準が定められているところ，これは，患

者等の輸送サービス事業が患者等特定の状況にある者に係る特定の需要に応

ずるものとして提供されるものであるという特殊性によるものであると認め

られること（なお，(a)「一般旅客自動車運送事業の免許，事業計画変更認

可及び運賃料金認可に関する処理方針について」（平成６年８月１１日付け

自旅第１２５号運輸省自動車交通局長通達。乙２３）別紙３の１５項におい

ては「リフト付きタクシー等特殊なサービスに係る申請（中略）等特殊な申

請については，その内容に応じ，それぞれの特性を踏まえて判断すること」

と定められ（同通達に沿って運輸省関東運輸局長等が定めた公示（乙２４，

２５）にも同旨の定めがある。），(b)平成１２年改正後の道路運送法等の運

用について発出された「一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人タク

シーを除く。）の申請に対する処理方針」（平成１３年８月２９日付け国自旅

第７２号国土交通省自動車交通局長通達。乙２６）別紙１(12)①においては，

「リフト付きタクシー等特殊なサービスに限る事業については，事業の特性

を踏まえて判断すること」と定められ（同通達に沿って関東運輸局長が定め

た公示（乙２７）にも同旨の定めがある。），(c)介護サービス事業者が公的

介護サービスと連続的・一体的に行う要介護者等に係る福祉輸送の取扱い方

針が定められたことを踏まえて発出された「患者等の輸送サービスを行うこ

とを条件とした一般乗用旅客自動車運送事業の許可等の取扱いについて」

（平成１６年３月１６日付け国旅自第２４１号国土交通省自動車交通局旅客
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課長通達。乙３０）Ⅰ２(4)において，地方運輸局等においては，「一般乗用

旅客自動車運送事業（１人１車制個人タクシーを除く。）の申請に対する処

理方針」（前記(b)）にかかわらず，営業区域を都道府県単位とすること等の

ほかの基準についても，患者等輸送事業の特性を踏まえた審査方式の設定等

弾力的な取扱いを行うことができる旨が定められ，(d)平成１８年法律第４

０号による道路運送法の改正に伴って発出された「一般乗用旅客自動車運送

事業（福祉輸送事業限定）の許可等の取扱いについて」（同年９月２５日付

け国土交通省自動車交通局長通達。乙３２）Ⅰ３において，上記(b)の通達

の定めに基づき営業区域を原則として都道府県単位とするなどして処理する

とともに，その他の基準についても，地域の実情に応じて，弾力的な取扱い

を行うことができる（ただし，事前に本省に相談すること）旨が定められて

いるところである。）並びに③上記①及び②を前提として，仮に，福祉車両

であるタクシーについて一般車両タクシーと同様の使用を認めた場合には，

一般車両タクシーについて安易な供給拡大を抑制することを目的として定め

られた措置一般車両認可基準の趣旨と整合せず，その目的の達成を阻害する

ことになるおそれがあると認められることに照らすと，東京運輸支局長が，

本件福祉車両増車申請に係る事業計画の変更を認可する際，当該車両を使用

して輸送することができる旅客の範囲を別紙２の１記載のように限定する旨

の条件を付したとしても，その判断が，社会通念に照らし著しく妥当性を欠

くものであったとまでいうことは困難というべきである。 

また，上記のような旅客をその需要に対応して輸送する場合については，

輸送の対象となる旅客の需要に対応することができる設備又は装置を設けた

車両を使用しているときであっても，輸送の対象となる旅客の特性に照らし，

一定の資格，知識等を有する者が当該車両に乗務することが望ましいものと

して取り扱うことに一定の合理性があるといえ，他方，上記のような設備等

を有しない一般車両を使用して上記のような旅客を輸送するときにおいては，
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使用する車両及び輸送の対象となる旅客の特性に照らし，旅客を安全かつ適

切に輸送するため，一定の資格，知識等を有する者が輸送に使用される車両

に乗務することを義務付けることにやはり一定の合理性があるものと認める

のが相当である。そうすると，東京運輸支局長が，本件福祉車両増車申請に

係る事業計画の変更を認可する際，使用する車両及び乗務する者について別

紙２の２記載のような条件を付したとしても，その判断が，社会通念に照ら

し著しく妥当性を欠くものであったとまでいうことは困難というべきである。 

したがって，本件条件付認可処分が，憲法，道路運送法８６条２項及びバ

リアフリー法４条に反する旨の主張を含め，上記認定判断に反する原告の主

張は，全て採用することができず，他に，東京運輸支局長が，本件条件付認

可処分をするに当たり，その有する裁量権の範囲から逸脱し，又はこれを濫

用したことをうかがわせる証拠ないし事情等も見当たらない（なお，原告は，

平成１９年６月２１日，東京運輸支局長が原告の保有するタクシーの車庫の

位置及び収容能力の変更（１６両分から２４両分に変更）に係る事業計画の

変更の認可をしたことをもって，実質的に２４両までタクシーを増車するこ

とができる旨の事業計画の変更の認可を受けているものと同視することがで

きる旨指摘し，本件福祉車両増車申請に係る事業計画の変更も認可されるべ

きである旨主張するが，前記４(3)イに述べたとおり，原告の保有するタク

シーの車庫の位置及び収容能力の変更に係る事業計画の変更の認可を原告が

受けたことをもって，直ちに本件福祉車両増車申請について実質的にその内

容に応じた事業計画の変更の認可を受けたことと同視することはできないの

であり，原告の主張は採用することができない。）。 

(4) まとめ 

以上によれば，本件条件付認可処分は適法であると認められる。 

６ 信義則違反の有無（争点４）について 

原告は，平成１９年６月２１日，東京運輸支局長が原告の保有するタクシ
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ーの車庫の位置及び収容能力の変更（１６両分から２４両分に変更）に係る

事業計画の変更の認可をしたことをもって，実質的に２４両までタクシーを

増車することができる旨の事業計画の変更の認可を受けているものと同視す

ることができるから，原告が上記の認可により有していた２４両までタクシ

ーを増車できるものとの信頼に反する本件却下処分及び本件条件付認可処分

は，いずれも信義則に反するものである旨主張するが，前記４及び５に述べ

たとおり，原告の上記の主張は，その前提を欠くものであって，採用するこ

とができないというべきである。 

７ 本件却下処分が無効であるか否か（争点５）について 

前記１ないし４に述べたとおり，本件却下処分はそもそも違法であるとは

認め難いものであるから，これが無効であるということはできないというべ

きである。 

原告は，本件一般車両増車申請につき，東京運輸支局長が，形式不備を理

由として本件却下処分をしたものであり，行政手続法７条に反する旨主張す

るが，前提事実(8)エのとおり，本件却下処分は，措置一般車両認可基準のう

ちの収支計画要件に適合しないことを理由としてされたものであるから，原

告の主張は，その前提を異にするものであって採用することができない。 

第４ 結論 

以上の次第であって，原告の請求はいずれも理由がないからこれらを棄却

することとして，主文のとおり判決する。 

 

   東京地方裁判所民事第３部 

 

      裁判長裁判官     八   木   一   洋 
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         裁判官     福   渡   裕   貴 

 

 

         裁判官     川   嶋   知   正 
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（別紙３） 

関係法令の定め 

 

第１ 道路運送法の定め 

１ １条（目的） 

道路運送法１条は，同法は，貨物自動車運送事業法と相まって，道路運送事

業の運営を適正かつ合理的なものとし，並びに道路運送の分野における利用者

の需要の多様化及び高度化に的確に対応したサービスの円滑かつ確実な提供を

促進することにより，輸送の安全を確保し，道路運送の利用者の利益の保護及

びその利便の増進を図るとともに，道路運送の総合的な発達を図り，もって公

共の福祉を増進することを目的とする旨を定めている。 

２ 道路運送法４条１項 

(1) 平成１２年法律第８６号による改正（施行日は平成１４年２月１日。以

下，同法による道路運送法の改正を「平成１２年改正」という。）前のもの

（一般乗合旅客自動車運送事業等の免許） 

道路運送法４条１項は，一般乗合旅客自動車運送事業又は一般乗用旅客自

動車運送事業（以下平成１２年改正前の道路運送法において「一般乗合旅客

自動車運送事業等」という。）を経営しようとする者は，国土交通大臣の免

許を受けなければならない旨を定めている。 

(2) 現行のもの（一般旅客自動車運送事業の許可） 

道路運送法４条１項は，一般旅客自動車運送事業（一般乗用旅客自動車運

送事業を含む。同法３条１号）を経営しようとする者は，国土交通大臣の許

可を受けなければならない旨を定めている。 

３ 道路運送法５条（許可申請）１項 

道路運送法５条１項は，一般旅客自動車運送事業の許可を受けようとする者

は，同項各号に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければ
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ならない旨を定めている。 

(1) ３号 路線又は営業区域，営業所の名称及び位置，営業所ごとに配置する

事業用自動車の数その他の一般旅客自動車運送事業の種別（一般乗合

旅客自動車運送事業にあっては，路線定期運行（路線を定めて定期に

運行する自動車による乗合旅客の運送をいう。）その他の国土交通省

令で定める運行の態様の別を含む。）ごとに国土交通省令で定める事

項に関する事業計画 

(2) その余の号 略 

４ 道路運送法６条 

(1) 平成１２年改正前のもの（免許基準） 

道路運送法６条１項は，国土交通大臣は，一般乗合旅客自動車運送事業等

の免許をしようとするときは，同項各号に掲げる基準に適合するかどうかを

審査して，これをしなければならない旨を定めている。 

ア １号 当該事業の開始が輸送需要に対し適切なものであること。 

イ ２号 当該事業の開始によって当該路線又は事業区域に係る供給輸送力

が輸送需要量に対し不均衡とならないものであること。 

ウ ３号 当該事業の遂行上適切な計画を有するものであること。 

エ ４号 当該事業を自ら適確に遂行するに足る能力を有するものであるこ

と。 

オ ５号 その他当該事業の開始が公益上必要であり，かつ，適切なもので

あること。 

(2) 現行のもの（許可基準） 

道路運送法６条は，国土交通大臣は，一般旅客自動車運送事業の許可をし

ようとするときは，次の基準に適合するかどうかを審査して，これをしなけ

ればならない旨を定めている。 

ア １号 当該事業の計画が輸送の安全を確保するため適切なものであるこ
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と。 

イ ２号 同条１号に掲げるもののほか，当該事業の遂行上適切な計画を有

するものであること。 

ウ ３号 当該事業を自ら適確に遂行するに足る能力を有するものであるこ

と。 

５ 道路運送法８条（緊急調整措置）（平成２５年法律第８３号による改正前の

もの。以下同じ。） 

(1) 道路運送法８条１項は，国土交通大臣は，特定の地域において一般乗用旅

客自動車運送事業の供給輸送力（以下，５において単に「供給輸送力」とい

う。）が輸送需要量に対し著しく過剰となっている場合であって，当該供給

輸送力が更に増加することにより，輸送の安全及び旅客の利便を確保するこ

とが困難となるおそれがあると認めるときは，当該特定の地域を，期間を定

めて緊急調整地域として指定することができる旨を定めている。 

(2) 道路運送法８条３項は，国土交通大臣は，同条１項の規定による緊急調整

地域の指定をした場合には，同法４条１項の許可の申請が一般乗用旅客自動

車運送事業に係るもので，かつ，当該申請に係る営業区域が当該緊急調整地

域の全部又は一部を含むものであるときは，当該許可をしてはならない旨を

定めている。 

(3) 道路運送法８条４項は，一般乗用旅客自動車運送事業を経営する者は，同

条１項の規定による緊急調整地域の指定がされた場合には，当該緊急調整地

域における供給輸送力を増加させるものとして国土交通省令で定める事業計

画の変更をすることができない旨を定めている。 

６ 道路運送法１５条（事業計画の変更） 

(1) 道路運送法１５条１項は，一般旅客自動車運送事業者は，事業計画の変更

（同条３項，４項及び同法１５条の２第１項に規定するものを除く。）をし

ようとするときは，国土交通大臣の認可を受けなければならない旨を定めて
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いる。 

(2) 道路運送法１５条２項は，同法６条の規定は，同法１５条１項の認可につ

いて準用する旨を定めている。 

(3) 道路運送法１５条３項は，一般旅客自動車運送事業者は，営業所ごとに配

置する事業用自動車の数その他の国土交通省令で定める事項に関する事業計

画の変更をしようとするときは，あらかじめ，その旨を国土交通大臣に届け

出なければならない旨を定めている。 

７ 道路運送法８６条（免許等の条件又は期限） 

(1) 道路運送法８６条１項 

ア 平成１２年改正前のもの 

道路運送法８６条１項は，免許，許可又は認可には条件又は期限を付し，

及びこれを変更することができる旨を定めている。 

イ 現行のもの 

道路運送法８６条１項は，免許，許可，登録又は認可には条件又は期限

を付し，及びこれを変更することができる旨を定めている。 

(2) 道路運送法８６条２項 

ア 平成１２年改正前のもの 

道路運送法８６条２項は，同条１項の条件又は期限は，公衆の利益を増

進し，又は免許，許可若しくは認可に係る事項の確実な実施を図るため必

要な最少限度のものに限り，かつ，当該道路運送事業者（道路運送事業を

経営する者をいう。以下同じ。）に不当な義務を課することとならないも

のでなければならない旨を定めている。 

イ 現行のもの 

道路運送法８６条２項は，同条１項の条件又は期限は，公衆の利益を増

進し，又は免許，許可，登録若しくは認可に係る事項の確実な実施を図る

ため必要な最少限度のものに限り，かつ，当該道路運送事業者又は自家用
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有償旅客運送者に不当な義務を課することとならないものでなければなら

ない旨を定めている。 

第２ 特措法の定め 

１ １条（目的） 

特措法１条は，同法は，一般乗用旅客自動車運送が地域公共交通として重要

な役割を担っており，地域の状況に応じて，地域における輸送需要に対応しつ

つ，地域公共交通としての機能を十分に発揮できるようにすることが重要であ

ることに鑑み，国土交通大臣による特定地域の指定及び基本方針の策定，特定

地域において組織される協議会による地域計画の作成及びこれに基づく一般乗

用旅客自動車運送事業者（一般乗用旅客自動車運送事業を経営する者をいう。

以下同じ。）による特定事業等の実施並びに特定地域における道路運送法の特

例について定めることにより，特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業

の適正化及び活性化を推進し，もって地域における交通の健全な発達に寄与す

ることを目的とする旨を定めている。 

２ 特措法３条（特定地域の指定）１項 

特措法３条１項は，国土交通大臣は，特定の地域における一般乗用旅客自動

車運送事業の同項各号に掲げる状況に照らして，当該地域の輸送需要に的確に

対応することにより，輸送の安全及び利用者の利便を確保し，その地域公共交

通としての機能を十分に発揮できるようにするため，当該地域の関係者の自主

的な取組を中心として一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化を推進

することが特に必要であると認めるときは，当該特定の地域を，期間を定めて

特定地域として指定することができる旨を定めている。 

(1) １号 供給過剰（供給輸送力が輸送需要量に対し過剰であることをいう。）

の状況 

(2) ２号 事業用自動車１台当たりの収入の状況 

(3) ３号 法令の違反その他の不適正な運営の状況 
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(4) ４号 事業用自動車の運行による事故の発生の状況 

３ 特措法４条（基本方針）１項 

特措法４条１項は，国土交通大臣は，特定地域における一般乗用旅客自動車

運送事業の適正化及び活性化に関する基本方針を定めるものとする旨を定めて

いる。 

４ 特措法６条（国の責務）２項 

特措法６条２項は，国は，特定地域において一般乗用旅客自動車運送事業者

等（一般乗用旅客自動車運送事業者であって特定地域内に営業所を有する者及

びこれらの者の組織する団体をいう。以下同じ。）その他の関係者が行う一般

乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する取組と相まって，一般乗

用旅客自動車運送事業の適正化を推進するため，検査，処分その他の監督上必

要な措置を的確に実施するものとする旨を定めている。 

５ 特措法７条（関係者相互の連携及び協力） 

特措法７条は，国，地方公共団体，一般乗用旅客自動車運送事業者等その他

の関係者は，特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性

化を推進するため，相互に連携を図りながら協力するよう努めなければならな

い旨を定めている。 

６ 特措法１５条１項 

特措法１５条１項は，特定地域において，一般乗用旅客自動車運送事業者が

当該特定地域内の営業所に配置するその事業用自動車の合計数を増加させる事

業計画の変更については，道路運送法１５条１項中「第三項，第四項」とある

のは，「第四項」とし，同条３項の規定は，適用しない旨を定めている。 

第３ 道路運送法施行規則の定め 

１ 道路運送法施行規則１条（定義）２項 

(1) 平成１４年国土交通省令第１０３号による改正前のもの 

道路運送法施行規則１条２項は，同規則で，旅客の運送の用に供する自動
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車に係る自動車の種別とは，同項各号に掲げる自動車の別をいう旨を定めて

いる。 

ア ４号 特殊用自動車（同項１号ないし３号に掲げるもの以外の旅客運送

用の自動車） 

イ その余の号 略 

(2) 現行のもの 

道路運送法施行規則１条２項は，同規則で，旅客の運送の用に供する自動

車に係る自動車の種別とは，同項各号に掲げる自動車の別をいう旨を定めて

いる。 

ア １号 一般自動車（同項２号に掲げるもの以外の旅客の運送の用に供す

る自動車） 

イ ２号 特種自動車（旅客の運送の用に供する自動車であって，自動車登

録規則別表第二の自動車の範囲欄の６に掲げる自動車及びこれに準

ずるものとして地方運輸局長が定める自動車）  

２ 道路運送法施行規則４条（事業計画）８項（ただし，平成２６年国土交通省

令第７号による改正前のもの。以下同じ。）  

道路運送法施行規則４条８項は，道路運送法５条１項３号の事業計画のう

ち一般乗用旅客自動車運送事業に係るものには，同規則４条８項各号に掲げ

る事項を記載するものとする旨を定めている。 

(1) １号 営業区域 

(2) ２号 略 

(3) ３号 営業所ごとに配置する事業用自動車の数並びにその種別ごとの数

並びに地方運輸局長が指定する地域にあってはタクシー（タクシー業

務適正化特別措置法２条１項に規定するタクシーをいう。以下同じ。）

及びハイヤー（同法２条２項に規定するハイヤーをいう。以下同じ。）

の別ごとの数 
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(4) ４号 自動車車庫の位置及び収容能力 

３ 道路運送法施行規則５条（営業区域） 

道路運送法５条１項３号の営業区域は，輸送の安全，旅客の利便等を勘案

して，地方運輸局長が定める区域を単位とするものとする旨を定めている。  

第４ 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（以下「バリアフリ

ー法」という。）の定め 

１ １条（目的） 

バリアフリー法１条は，この法律は，高齢者，障害者等（高齢者又は障害者

で日常生活又は社会生活に身体の機能上の制限を受けるものその他日常生活又

は社会生活に身体の機能上の制限を受ける者をいう。以下同じ。）の自立した

日常生活及び社会生活を確保することの重要性に鑑み，公共交通機関の旅客施

設（同法２条５号に定める公共交通機関を利用する旅客の乗降，待合いその他

の用に供するものをいう。以下同じ。）及び車両等（同条７号に定める車両，

自動車，船舶及び航空機をいう。），道路，路外駐車場（駐車場法２条２号に規

定する路外駐車場をいう。），公園施設（都市公園法２条２項に規定する公園施

設をいう。）並びに建築物の構造及び設備を改善するための措置，一定の地区

における旅客施設，建築物（建築基準法２条１号に規定する建築物をいう。）

等及びこれらの間の経路を構成する道路，駅前広場，通路その他の施設の一体

的な整備を推進するための措置その他の措置を講ずることにより，高齢者，障

害者等の移動上及び施設の利用上の利便性及び安全性の向上の促進を図り，も

って公共の福祉の増進に資することを目的とする旨を定めている。 

２ ４条（国の責務）１項 

バリアフリー法４条１項は，国は，高齢者，障害者等，地方公共団体，施

設設置管理者（同法２条３号に定める施設設置管理者をいう。以下同じ。）そ

の他の関係者と協力して，基本方針及びこれに基づく施設設置管理者の講ず

べき措置の内容その他の移動等円滑化（高齢者，障害者等の移動又は施設の
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利用に係る身体の負担を軽減することにより，その移動上又は施設の利用上

の利便性及び安全性を向上することをいう。以下同じ。）の促進のための施策

の内容について，移動等円滑化の進展の状況等を勘案しつつ，これらの者の

意見を反映させるために必要な措置を講じた上で，適時に，かつ，適切な方

法により検討を加え，その結果に基づいて必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない旨を定めている。 

３ ５条（地方公共団体の責務） 

バリアフリー法５条は，地方公共団体は，国の施策に準じて，移動等円滑

化を促進するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない旨を定め

ている。 

４ ７条（国民の責務） 

バリアフリー法７条は，国民は，高齢者，障害者等の自立した日常生活及

び社会生活を確保することの重要性について理解を深めるとともに，これら

の者の円滑な移動及び施設の利用を確保するために協力するよう努めなけれ

ばならない旨を定めている。 

 

以 上 


